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■刻一刻と目まぐるしく変化する社会情勢の中で、子どもを取り巻く課題

は多種多様、複雑多岐になり、迅速かつ適切な対応が求められ、学校教育

の果たす役割はますます重要になっています。

■今年度特筆すべき学校教育に関するニュースの一つとして、学習指

導要領の改訂があげられます。平成18年、60年ぶりに改正された教育

基本法の下では初めての改訂ですが、現行学習指導要領の「生きる力」

の育成という理念は継承し、知・徳・体の調和のとれた力の育成に努

めることがポイントになっています。

変化の激しい社会を生きる子どもが自ら未来を切り開いていくため

に必要な力を、どのようにはぐくんでいくのかという大きな課題に向

けて、家庭や地域と連携しながら一人一人の子どもを丁寧に見つめ支

えていく組織的な取組が重要になります。

■横須賀市はめざす子ども像として「人間性豊かな子ども」を掲げていま

す。

三方を海に開き、緑豊かな山があり、気候は温暖で、潤いのある生

活を送ることができるように豊かな環境が整っています。

市内の子どもに、「横須賀のよいところはどんなところ」と質問する

と、豊かな自然・国際性・歴史、古さと新しさが調和しているところ、

食べ物や空気がおいしい、人が優しい、住みやすい、などという答えが

数多く返ってきます。

また、木登りや砂遊びができる豊かな自然環境だけでなく、本市が

わが国の歴史において重要な役割を果たしてきたこと、多くの歴史産

業遺産、国際的、文化的な行事など、豊かな人間性につながる教育的

な素材に恵まれていることにも気づきます。

横須賀は、「人間性豊かな子ども」を育てるうえで恵まれた環境をそ

なえた町です。

子どもが「体験的な学習」の中で、このような教材や人材などに触

れることにより、一人一人の内面に「実感をともなう学び」を成立さ

せることができます。横須賀の恵まれた環境を最大限に活用していき

たいものです。

■今年度の教育研究所は、運営の基本方針の下、学校と先生方の「頼りに

なる存在」になるべく、特に授業力向上支援、ICT環境整備、教育相談の

充実を重点に、一人一人の子どもの姿をイメージしながら事業運営に努め

てきました。これからも社会の動向と横須賀の子どもに必要な力を見据え

ると同時に、柔軟できめ細やかな事業運営を心がけ、さらに各学校への支

援体制を整えていきます。
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日本の教育 平成19年度

平成19年度は、改正教育基本法の新しい時代に

求められる教育理念に基づき、関連した法律の改

正が行われた。また、新しい理念のもとでの最初

の学習指導要領が告示され、「教育新時代」の出発

ともいうべき年であった。以下、本年度の主な動

きを振り返ってみたい。

■全国学力・学習状況調査の実施

特定の学年全員を対象とした調査の実施は、

昭和61年10月から平成元年６月にかけて実施さ

れた全国中学校一斉学力テスト以来である。次に

主要な事項を書きとめておきたい。

（１）実施期日 平成19年４月24日

（２）目的

①各地域の児童生徒の学力・学習状況を把握

し、分析することにより、教育及び教育施策

の成果と課題を検証し、その改善を図ること。

②各教育委員会、学校等が全国的な状況との

関係において自らの教育及び教育施策の成果

と課題を把握し、その改善に向け、併せて児

童生徒一人一人の学習改善や学習意欲の向上

につなげること。

（３）対象学年 小学校６年生、中学校３年生

（４）調査教科と内容

国語、算数・数学で知識、技能を見る「A」問

題と、それらが活用できるかどうかをみる「B」

問題の2種類である。併せて児童生徒、学校

に対する質問紙調査も実施した。

（５）実施校 約32,700校（全体の約99％）

（６）結果の公表 平成19年10月24日

（７）次年度予定 平成20年４月22日

本市では、児童生徒6,804名が参加。後日結

果を基に指導の手引きを作成し、各校に送付。

■教育再生会議第三次報告

平成19年12月25日、７章からなる報告が福田

首相に提出された。おもな事項は次の通り。

（１） ｢６・３・３・４制｣を弾力化（小中一貫教

育の制度化、いわゆる「飛び級」の検討、大

学への飛び級入学の促進）。

（２） 徳育を「新たな枠組み」により教科化。

（３）「学校問題解決チーム」を全国教育委員会

に設置。

（４）「教育バウチャー」は事実上見送り、学校

選択性などを活用した市町村がモデル事業を

実施。

■教育改革３法公布

平成19年６月27日、改正教育基本法の理念に

基づき、関係３法案が改正され、公布された。

「学校教育法」では、新たに義務教育の目標を定

めるとともに、幼稚園から大学までの各学校種の

目的、目標を見直した。また、学校の組織運営体

制及び指導体制の充実を図るため、副校長等の新

しい職を置くことができるとした。

また、「地方教育行政の組織及び運営に関する法

律の改正」では、教育における国、教育委員会が

責任を明確にし、保護者が安心して子どもを学校

に預けうる体制を構築した。

さらに、「教育職員免許法及び教育公務員特例法

の改正」では、免許更新制を導入し、併せて指導

が不適切な教員の人事の厳格化や指導が不適切な

教員が分限処分を受けた場合の免許状の取り扱い

が規定された。

■新学習指導要領の告示

平成20年３月28日、改正教育基本法下での最

初の学習指導要領であるが、改訂の基本方針は次

の通りである。

（１） 基礎的・基本的な知識、技能の習得

（２） 思考力、判断力、表現力等の育成

（３） 学習意欲の向上や学習習慣の確立

（４） 豊かな心や健やかな体の育成のための指

導の充実

教育内容に関する改善事項として、言語活動、

理数教育、伝統や文化に対する教育、道徳教育、

体験活動の充実が掲げられた。また、小学校段階

に外国語活動が導入され、社会の変化への対応の

観点から教科等を横断して改善すべき事項が記

された。



横須賀の教育     平成 19 年度  

  子 ど も 
 
 市内中学校の学校選択制（ブロック内とブロッ

ク外でも隣接する中学校を選ぶことができる）が

全市に拡大して３年目となり、また、学校２学期

制は中学校全校で実施３年目、小学校 48 校中 39

校で実施され、子どもを取り巻く環境は確実に変

わりつつある。   

- 4 - 

本年度、横須賀市内においては幸いにも児童・生

徒に関わる重大な事件事故等は発生してはいない。 

事件・事故を起こさないための手だてと指導は

毎日実践しているところであるが、万一大きな事

件・事故等が起きてしまった場合は、児童・生徒

の心のケア等を中心に対応し、市教育委員会、教

育研究所、スクールカウンセラーをはじめ、関係

諸機関等と連携を取りながら支援を行い迅速な対

応を図ることが必要となってくる。 

全国的ないじめ・不登校の増加を受けて本市で

は、学校のいじめ問題を解消するために、「いじめ

対策サポートチーム会議」をはじめ、「ヤングテレ

ホン横須賀」を土・日曜・祝日にも対応するなど

相談業務の充実を図ってきた。 

また、不審者情報については、市内全域に渡っ

て発生していることを踏まえ、学校では引き続き、

登下校指導、通学路の安全点検、安全マップの作

成、安全安心教室の開催等様々な対応策を講じて

子どもの安全確保と危険回避能力をつける取組を

進めてきている。 

同時に、保護者を含め地域の人たちによる防犯

パトロール、地域の子ども見守り隊やシルバーセ

ンターによる見回り活動と市民参加型の防犯活動

が各地で広がりを見せる中で実施されてきている。 

 近年、社会問題化している「児童虐待」の問題

にしても、横須賀市が他市に比べても児童虐待件

数が多く、また保護者によるネグレクトが多いと

の報告は憂慮すべき状況である。 

母親の育児ストレスや離婚家庭の増加、また子

どもは大人の自己中心的な考え方の犠牲となって

おり、子どもが家庭や社会状況の影響を直接被害

者として受けていることを認識し、今日の教育課

題に学校や関係諸機関の視点だけでなく、家庭を

含めた地域社会の視点から互いに連携を取り合っ

て取り組むことが大切であると思われる。 

いずれにしても家族や地域社会の信頼関係が希

薄になっていることが背景にあり、その信頼関係

の再構築こそが、学校関係者だけでなく社会全体 

に求められていることが今日的課題である。 

ところで、情報化社会の到来とともに、そのモ

ラルやマナーの問題が大きくクローズアップされ

る。市内でも、携帯サイトでのいじめがあったり、

自由自在に書き込みができる書き込み掲示板への

誹謗・中傷のいたずらからトラブルになるなどの

事例が本年度もあった。神奈川県警では、保護者

向け「携帯電話の危険性」のリーフレットを作成

し、携帯電話各社も２月よりサービスを開始して

いるフィルタリングの推進を図っている。 

学校現場においても、情報化社会の中でのモラ

ルやマナーの指導について、引き続き一層取り組

んでいくことが求められている。 

また、不登校や軽度発達障害（AD/HD, LD 等）と

思われる児童・生徒に関する相談も多く、対応に

教員や保護者が苦慮している状況がある。そこで、

軽度発達障害に対する知識理解や、その対応の仕

方についての理解が、教師・保護者ともに必要で

あり、両者の連携もとても大切なことである。 

本年度は教育相談研修講座の中に、特に「軽度

発達障害への理解と対応」についての研修を３講

座実施し、講師の講話を通し、教職員の特別支援

教育の指導力向上を図ってきた。 

 また、残念ながら、年明け１月から２月の２か

月間に一部小・中学校において「暴力行為」があ

り、暴力行為の低年齢化現象も見受けられた。今

後も十分な指導が必要である。 

さらに、年明けに小学校では、４件もの児童行

方不明事案が発生した。半数は特別支援を要する

児童であった。このような事例が発生したときに

備え、校内での危機管理体制の見直しを図り、関

係諸機関や保護者地域との密なる連携の在り方を

十分検討しておく必要がある。 

子どもを取り巻く厳しい環境の中、学校現場に

おいては児童・生徒が十分理解できる授業の展開

（教員の授業力、指導力アップが不可決）、子ども

理解に基づく児童・生徒指導、子どもと教員との

信頼関係作り、保護者（家庭）・地域・学校との連

携強化、教員同士の連携、開かれた学校・学級作

りの推進、関係諸機関との連携および小学校・中

学校の連携強化等、明るく元気な学校づくりの為

の粘り強い取組がますます求められている。 



 横須賀の教育    平成 19 年度 

 

   教 師 

 

《表１》市立小・中学校の教職員数の推移（人） ■教職員数の推移状況 

《表１》は、各年度の５月１日現在の市立小・

中学校の教職員数（校長・教頭・総括教諭・教

諭・養護教諭）の推移である｡小学校では、昨年

度と比べ、多くの増員はなかった。 

年 小 学 校 中 学 校 

H15 1,048 660 

H16 1,057 660 

H17 1,075 661 

H18 1,078 663 

H19 1,079 675 

中学校では若干の増加が見られる。また、中

学校教職員数の中には、昨年度から常勤講師と

して配置された、外国人英語教諭（FLT）の人数

も含まれている。 

本年度は、いわゆる団塊の世代が大量退職を

迎える年、「2007 年問題の年」にあたるが、本

市教職員については、それは平成 22 年頃になろ

うかと思われる。 

 

《表２》 退職者教員数の推移（人） 

年 小学校 中学校 
高等学校 
特別支援学校 

合計

H15 47 28 12 87 

H16 57 14 8 79 

H17 41 14 4 59 

H18 54 12 6 72 

H19 53 15 5 73 

退職教員数の推移を表したものが《表２》で

ある。表には記していないが、現在、その他の

事由による退職者数が定年退職者数を上回って

いる現状があるが、今後はその割合が逆転する

ことと思われる。 

大量の退職者に応じて増加するのが、新採用

教員である。 

《表３》は、本市の県費負担教職員の初任者

研修の対象となる新採用者数の推移である。こ

の数年、横ばい傾向になっているが、この他に、

教職経験のある新採用者（初任者研修対象外）

も増えている。 

 （校長、教頭、総括教諭、教諭、養護教諭） 

 

《表３》 初任者研修対象教員数の推移（人） 

年 小学校 中学校 合計 

H15 45 18 63 

H16 48 22 70 

H17 52 30 82 

H18 60 22 82 

H19 61 21 82 

さて、初任者研修対象者は、小学校では 37

校に配置されている。うち初任者２人配置の学

校が 18 校、３人配置の学校が３校ある。中学校

は、16 校に配置されているが、２人配置の学校

が５校ある。この数年の傾向をみると、いわゆ

る小規模校以外の学校においては、初任者の複

数配置が常識的になっていると言うことができ

る。 （教諭、養護教諭） 
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 横須賀の教育   平成 19 年度 

 
   教育行政 

平成 19 年度の教育費当初予算総額は、147 億 9

千 841万 8千円、一般会計に占める割合は 11.2％。

前年度比で 12.2％、20 億 6 千 162 万円の減額。 

 教育委員会は、奥寺康彦（委員長）出光ケイ（委

員長職務代理者）齋藤道子(委員)、船山道敏（委

員）、田中茂（教育長）でスタートしたが、田中

教育長急逝のため、後任として 19 年８月１日、永

妻和子教育長が就任した。また、同年 12 月 25 日、

委員長に出光ケイ、委員長職務代理者に三浦溥太

郎が選任された。 

■学校施設の整備  

学校教育施設の整備は、新規の学校防犯カメラ

設置事業（小 48 校、ろう・養護学校）と生徒急増

校対策事業（常葉中改修）に加え、引き続き校舎

等耐震補強事業として、耐震補強設計（小１校）、

耐震補強工事（小７校、中３校）、空調設備整備

事業（小４校）を実施した。総合高校の整備とし

て、昨年度に引き続きグランド建設工事、体育管

理棟などの新築工事を行った。 

■学校教育関係 

  新規事業として、今年度オープンした横須賀美

術館で小学校６年生を対象に鑑賞会を実施した。

拡充事業としては、国際教育指導事業で新規に国

際教育相談員を配置し、日本語指導員派遣対象校

を 33 校から 40 校に増やした。外国人英語教員活

用事業では、外国人英語教員を４名から５名に増

員。子どもサポートシステム推進事業では、新た

に小学校スーパーバイザーの配置、相談員等の合

同研修会を開催、ふれあい相談員の配置時間増、

特別支援介助員の配置校を 22 校から 25 校に増や

すなど総合的な支援教育を推進した。 

 今年度も小・中学校芸術鑑賞会（７/２～３・12/

５～７）、子どものための音楽会（８/19）、児童

生徒書写展（１/17～22）、読書感想画展（１/５～

11）、児童生徒造形作品展（１/31～２/５）などの

行事、また、作詞･作曲募集、学校文集などの作品

募集も行った｡また、倉渕地域との交流事業は、三

浦ふれあいの村において７月23～25日に実施した。 

 今年度の研究委託は、幼・小・中・高等学校並

びにろう・養護学校 77 校及び教科・教科外の 36 

研究会。キャリア教育実践プロジェクト指定校と

して武山中など８校とろう学校が、学校評価シス

テム構築研究委託として大塚台小・長沢中が文部

科学省の委託を受けて研究した。また、城北小な

ど、小学校２校、浦賀中など中学校３校、諏訪幼

稚園が県の委託を受け研究を行った。 

 その他の研究活動としては、小学校教育課程研

究会を６月 15・20 日、８月２日、11 月７日に、

中学校教育課程研究会を６月 15・20 日、８月３日、

11 月 14 日に開催した。 

■不登校対策  

 不登校児童生徒に対して、きめ細かい支援を行

うため総合的な対策を実施した。拡充事業として

は、訪問相談員を 10 名から 15 名に増員し、学校

における居場所づくりを推進した。また、教職員

を対象に児童生徒理解研修を実施し、保護者向け

の支援として進路相談会を県教委と共催した。 

 20 年度にオープン予定の「はぐくみかん」での

こども・青少年に関する総合支援体制確立に向け、

教育相談部門をこども育成部、不登校対策を学校

教育課へ移管する準備を進めた。 

■学校保健 

 学校保健関係行事としては、よい歯の図画・ポ

スターコンクール及び標語コンクール、学校保健

大会、学校保健夏季研修講座などを開催した。 

 学校給食関係では、小学校 48 校、ろう学校で、

全市統一献立により米飯給食２回を含んだ週５回

の給食を実施した。（養護学校は独自献立） 

■体育関係 

  第56回中学校総合体育大会開会式が４月21日、

横須賀アリーナで行われた。第 32 回小学校児童相

撲大会は５月 12 日、第 39 回小学校児童陸上記録

大会は 10 月 13 日、第 58 回中学校男子・第 24 回

女子駅伝競走大会は 10 月 20 日、第 31 回小学校特

別支援学級合同体育大会は 11 月３日に、それぞれ

開催した。 

■学校再編の推進 

 平成 19 年４月、桜台中学校と坂本中学校が統

合。８月に「市立小・中学校の適正規模及び適正

配置に関する実施計画」を策定。地域別協議会を

設置し、具体的に検討を始めた。 

■横須賀美術館の開設 

 横須賀美術館が、平成 19(2007)年４月 28 日、

観音崎にオープンした。 
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 社会全体が大きく変化する中で、現在の子ど

もを取り巻く教育課題は多種多様になってい

る。それらの解決や改善に向け、確かな学力、

豊かな心と体の育成、いじめ・不登校の解消、

幼小中の連携、食育・支援教育・キャリア教育

の推進、安全管理の徹底、家庭教育力低下への

支援など、各学校では、学校力、教師力の充実

とともに、様々な取組が精力的に行われている。 

 教育研究所としても、「本市の学校教育活動

全体の質的向上を目指し、教員の育成と社会の

変化に対応する学校の取組への総合的支援を行

うこと」を運営の基本方針とし、教育調査･研究、

教員研修、教育相談、情報教育推進の中核的役

割を果すべく、努力を重ねてきた｡ 
■本年度予算 

今年度も緊縮財政の中、厳しい予算編成であっ

たが、教育研究所の一般会計予算総額は、439,484

千円であった。昨年度と比較すると、28,624 千

円の増であった｡増額の主たるものは人件費で、

情報担当指導主事の１名増、拡充事業として、教

育相談事業を行う電話相談担当非常勤職員の増、

不登校対策事業の訪問相談員の増員である。 

異例ではあるが、今年度は当初予算とは別に、

米軍基地再編交付金の活用による補正予算が組

まれた。ICT 活用教育推進事業費として 351,822

千円が、市立各学校の LAN 整備、普通教室への

PC 配備などに充てられることになった。 

■教員研修 

 平成 19 年度の県費負担教職員の研修は、当該

中核市で行うことになって７年が経過した。研

修セクションの事業は、「研修内容の充実」を

テーマに、①経験年数に応じた研修など、指定

研修の内容を充実させる、②教員の授業力向上

を図る、③今日的な教育課題に応じた研修を充

実させることを目標に取り組んだ。具体的には、

研修の評価を充実させ、受講者の主体性を高め

るとともに研修の質を向上させ、実践力に結び

つく研修の構築を図った。また、校内授業研究

へ積極的にかかわるとともに、授業力向上支援

相談員派遣事業を推進した。 

さらに、今日的な教育課題として、学校評価、

学校組織、危機管理に関する研修を実施した。 

■教育情報 

 今年度は、「教育の情報化」をより一層推進

するために、情報教育担当指導主事を１名増員

して、①各種教育情報の収集と発信の一層の推

進、②ICT 機器の活用と教職員の意識とスキル

の向上、③よこすか教育ネットワークの活用推

進などの課題に積極的に取り組んだ。調査研究

を一層充実させ、学習用データベースの充実と

活用方法の工夫に努めた。ICT 機器、理科室の

活用に関する研修の実施、学校図書館の有効活

用に関する情報提供、IT 学習サポーターの全校

派遣など、より充実した事業展開ができた。 

また、補正予算により、懸案であった校内 LAN

整備と普通教室への PC 配備に関する計画が大

きく前進し、来年度着工の予定である。 

今後の課題としては、校内 LAN 整備に伴って、

データベースの充実とその活用、学習場面での

各種 ICT 機器の有効活用、教育コンテンツの開

発、IT 学習サポート事業の推進、情報モラルの

育成などがあげられる。 

■教育相談 

 昭和 26 年以来本研究所が所管してきた教育

相談事業は、来年度から教育相談はこども育成

部こども青少年支援課へ、不登校対策は学校教

育課へ業務が移管される。  
今年度の教育相談事業のテーマは「教育相談

活動の充実と学校支援」であった。具体的には、

①不登校支援の強化、②教育相談の一層の充実、

③福祉部門との統合による教育相談機能の質的

向上を課題として取り組んだ。不登校対策とし

て訪問相談員を 15 名に増員し、学校における居

場所作りに努めたり、新しい取組として小学校

４年生からの出席状況を加味したりと、一人一

人に応じたきめ細かい対応を心がけた。今後の

課題として、福祉部門と教育部門の効果的な連

携に基づく教育相談の質の向上が期待される。 
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概 要 

平成 19 年度は「研修内容の充実」を目標として

① 経験年数に応じた研修等、指定研修の内容の

充実 ② 教員の授業力向上 ③ 今日的教育課

題に応じた研修の充実、この３つの柱を重点に置

いて取り組んだ。また、“実践にいきる、その場

限りに終わらない研修”を目指した。 

①については、先生方同士の力を互いに高め合

えるような実践交流や協議・ワークショップの場

を充実させること、また、テーマの必要性や講座

のねらいを明確に打出し、成果について振り返っ

てもらえるよう、研修の評価を全ての講座に取り

入れた。同時に、日頃の悩みや課題意識の把握に

も努めた。４段階のねらいの達成度については、

初任者から 21 年次までの経験年数に応じた研修

講座では 3.5 を、管理職、学校運営推進者、拠点

校指導教員の職務に応じた研修では、3.4 という

おおむね満足できる結果を得ることができた。 

②については、授業づくりに関する研修内容を

充実させ、初任・６年次・11 年次研修では校内研

修として授業研究を位置づけ、指導主事と振返り

を行った。初任者研修では、子ども理解と授業づ

くりを中心とした連続性のある講座を展開し、事

例研究や模擬授業に取り組んだ。また、授業に関

する自己課題の分析を校外研修で行い授業研究

を通して授業改善に取り組んだ。２年次研修で

は、授業づくりの基盤となる、子ども理解と学習

集団づくり、コミュニケーション能力の育成を研

修内容とした。６年次研修では、自己実践の振返

りをもとに授業研究を行い、持ち寄った授業の逐

語記録をもとに、授業づくりについて協議を行っ

た。11 年次研修では、これから求められる学力、

そのための授業のあり方、カリキュラムづくりに

ついての講義を基に、単元でつける力を見据えた

上で本時に焦点を当て、授業研究を実施した。  

このように、子どもや同僚からの客観的な評価

を参考にして、自分の授業を分析して改善を図る

ことや、子どもたち自身が自分の考えを発表し合

い、集団として学びを深めていくために必要な教

師の役割について、つけたい力に迫る単元計画の

つくり方、また、学校全体のカリキュラムを踏ま

えた授業のあり方についての視野をもつこと等、

経験年数に応じて授業づくりの視点を定めて取

り組んだ。 

 
《研修セクション》 

 

③の今日的課題としては、学校評価、学校組織、

危機管理、新学習指導要領への対応についての講

座を開催した。総括教諭が導入されて２年目を迎

えるため、学校運営推進者研修講座を新設し、学

校を組織的・機能的に運営するために、グループ

リーダーとして必要な資質・能力の向上を図るこ

とを目指した。 

次年度も、本市における「授業力・学校力の向

上」を目指し、子ども理解に基づく授業づくり、

授業研究・校内研究のあり方、組織としての学校

のあり方についての内容を充実させたい。 

 

■長期研修 

鷹取中学校の掛波久美子教諭が、長期研修員と

して研修セクションで１年間にわたる研修を行

った。その成果は「中学校における人間関係形成

能力の向上を目指した学級集団の育成について」

とするテーマで、平成 20 年３月 27 日の研究発表

会で報告された。この研究では、生徒たちの人間

関係形成能力を育む活動 SGA（ｽｸｰﾙ・ｸﾞﾙｰﾌﾟ・ｱﾌﾟﾛ

ｰﾁ）を活用した授業づくりが提案された。SGA を

特別活動の時間と教科の授業と同時期に実施し

ていくことにより、生徒間の人間関係が円滑にな

り、安心感のある集団が育成される。今後の授業

づくりの視点としても、集団マネジメントの視点

としても大変意義深い研究となった。 

 

■平成 19 年度 研修講座出席状況 

 研修講座名      講座数  参加者数 

夏季研修講座 48       3,746 

理科研修講座（夏季研修を除く） 17        193 

教育相談研修講座 8          475 

情報教育研修講座 59        1,294 

 合   計        132       5,708 
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経験年数に応じた研修

教職員のライフステージに沿い、教職経験に応

じた体系的・総合的な研修を行い、教育専門職と

しての資質の向上を図る研修である。

◎初任者研修

新採用の教員に対し、教員として求められる資

質・能力の向上を図ると共に、豊かな人間性と指

導力に富む教員の育成を目指した研修を行う。受

講者は82名。研修は校外研修年間25日と校内研修

年間300時間以上の実施とする。

＜校外研修＞ 25日

回 日 時 内 容 講 師

１ ４月24日 開講式 研究所指導主事

教育研究所長講話 教育研究所長

ｵﾘｴﾝﾃｰｼｮﾝ

２ ５月22日 子ども理解Ⅰ 川端久詩

講義「教室に入れない子 （公郷中学校相談

どもから見た教室と授 学級教諭）

業」

３ ６月12日 子ども理解Ⅱ 研究所指導主事

講義・演習「クラスのこ

と、教室のことを語り合

いながら」

４ ７月10日 生涯学習部長講話 生涯学習部長

子ども理解Ⅲ 芳川玲子

（東海大学教授）

５ ７月31日 服務「教職員の服務に 教職員課指導主

ついて」 事

６ ８月１日 授業づくりⅠ 横須賀 薫

講義・演習「授業の成 （十文字学園女子

立」 大学特任教授）

７ ８月17日 授業づくりⅢ 研究所指導主事

模擬授業・研究協議

８ ８月20日 授業づくりⅣ 横須賀 薫

９ ８月21日 模擬授業・研究協議 （十文字学園女子

大学特任教授）

10 ９月11日 授業づくりⅤ 教育研究所指導

小学校 「 授 業 改 善 に 向 け 主事

９月25日 て」

中学校

 11 10月23日 校外授業研究Ⅰ 市内中学校

12 11月13日 校外授業研究Ⅱ 市内小学校

13 12月４日 授業づくりⅥ 研究所指導主事

授業改善報告会

14 12月25日 道徳教育 学校教育課指導

講義・演習「道徳教 主事

育について」

15 １月15日 特別支援教育 学校教育課支援

講義「横須賀市にお チーム

ける特別支援教育」

16 １月29日 人権・同和教育 学校教育課

講義「人権・同和教 指導主事

育の実践」

17 ２月12日 実践報告会 研究所指導主事

閉講式

18 長期休業 社会体験研修 外部機関

19 中 （２日）

20 校外課題研修 外部講師

～

（５日）

24

25 異校種研修 訪問校教職員

（１日）

＜社会体験研修＞ ２日

・学校周辺の地域での「企業体験」「福祉施設体

験」「奉仕活動体験」などを通して、教職員とし

ての識見を広げ、地域の特性を理解するとともに、

研修の成果を自らの教育実践の向上に結びつける

ことを目的として研修を実施した。

＜校外課題研修＞ ５日

・市主催の選択研修等より選択。

＜異校種研修＞ １日

・子どもの成長段階を見通した上で、適切な指導

力を身に付け、教職員としての幅広い教育観を構

築するために実施した。

＜校外授業研究＞ ２日（10月23日・11月13日）

・初任者による提案授業と研究協議

藤田匡克（鴨井中） 大塚世範（大矢部中）

篠田 穣（久里浜中）

石角真希（夏島小） 岩井基之（夏島小）

山岸 祐（公郷小） 田村 聡（光洋小）

（授業者敬称略）

＜校内研修＞ 年間300時間以上

勤務校内において行う研修。拠点校指導教員方

式においては、拠点校指導教員による研修を週７
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時間程度、年間210時間以上、ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰによる研

修を週３時間程度、年間90時間以上実施した。校

内指導教員方式においては、校内指導教員による

研修、校内指導教員が割り振る研修を年間300時

間以上実施した。また、児童・生徒に影響が出な

いよう、初任研非常勤講師を配置した。

◎拠点校指導教員研修

年間を通して初任者の指導を専門に担当する拠

点校指導教員を対象に、初任者研修の効果を高め

るため、研修の状況報告と指導内容の交流を中心

とした研修を行った。研修日数は10日。受講者は

18名。

◎２年次教職経験者研修

学級や授業の中における児童生徒理解のあり方

を理解すると共に、コミュニケーション能力を高

めるための研修を実施した。研修日数４日。受講

者80名。

回 日 時 内 容 講 師

１５月29日 オリエンテーション 研究所指導主事

児童生徒理解「授業 小林宏巳（東京

の中で育つ子ども」 学芸大学教授）

２６月19日 グループアプローチの 犬塚文雄（横浜

基礎知識と意義 国立大学教授）

３10月30日 グループアプローチの 犬塚文雄（横浜

基礎知識と意義 国立大学教授）

４２月８日 各自の取組に関する研 研究所指導主事

究協議

◎６年次教職経験者研修

児童生徒理解に基づいた教科指導の充実を図り

指導力の向上を目指すための研修を実施。校外研

修４日、校内研修１日。受講者37名。

＜校外研修＞

回 日 時 内 容 講 師

１５月11日 子ども理解に基づいた授 川 端 久 詩

業づくり （公郷中学

校相談学級

教諭）

２６月29日 確かな学力を身につける 研究所指導

授業づくり 主事

３１月11日 授業実践の交流と振り返 研究所指導

り 主事

４２月15日 キャリアの振り返り 研究所指導

主事

＜校内研修＞

５９月～12月 勤務校における授業研究 研究所指導

と研究協議 主事

◎11年次教職経験者研修

教育公務員特例法第24条に基づき、教職経験10

年を経過した教員を対象に、資質能力の向上を図

り、個々の適性を伸長するとともに、学年・学校

経営における企画調整力を身につけることを目的

に、教科指導に関する研修、生徒指導に関する研

修、学校組織に関する研修、社会体験研修を実施

した。今年度の受講者は13名。研修日数は校外研

修20日程度(主に長期休業中)、校内研修20日程度

(課業期間中)、計40日程度実施した。

＜校外研修＞ ６日

回 日 時 内 容 講 師

1 ４月25日 オリエンテーション 教育研究所長

講話「これからの教員 研究所指導主

に求められるもの」 事

2 ７月26日 講義「カリキュラムと 髙木展郎

授業づくり」「授業研 (横浜国立大学

究のあり方」 教授)

3 ８月17日 講義演習「生徒指導・ 野見山 光（常

支援教育のあり方」 葉中学校教諭）

4 ８月24日 講義演習「教師の心と 三好良子

体～ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝを考え （人材育成コン

る」 サルタント）

5 12月25日 講演「企業における組 原田一之

織づくり」 （京浜急行電鉄

社会体験研修報告会 鉄道本部取締役

計画営業部長）

6 １月15日 講義「中堅教員に期待 教育研究所主

すること」 査・指導主事

平野友康（横須

賀市社会福祉協

議会よこすかﾎﾞ

ﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰ）

＜校内研修＞

５４月～３月 「授業に関する研修」 各校指導担当

「生徒指導に関する研

修」「学年・学校運営

における研修」

選択研修は、受講者の研修テーマに応じて３日

以上選択・実施した。

社会体験研修は、外部機関における業務の体験
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を通して、教員としての資質向上を目指すため、

市内の事業所等で実施した。日数は、事前訪問１

日、体験研修５日、事後訪問１日の計７日。体験

研修先は以下の通りである。

有機栽培農家、東京湾フェリー株式会社、横須賀

市立児童図書館、かもめ助産院、横須賀YMCA、長井

保育園、横須賀アリーナ、京急油壷マリンパーク、

ホテルトリニティ横須賀、しらかば保育園、立花

（料理店）、トレクォーレ横須賀（介護付有料老人

ホーム）

◎21年次教職経験者研修

今日的教育課題への理解を深め、学校教育目

標実現のために、学校運営に積極的にかかわる

視点を身に付けるための研修である。研修日数

は７日、受講者は39名。

＜共通研修＞ ７日

回 日 時 内 容 講 師

１４月27日 オリエンテーション 教育研究所指導

教育研究所長講話 主事

キャリアの振り返り 教育研究所長

２５月30日 人権・同和教育「学 佐藤英勝（社会

校における差別と人 教育指導員）

権」

３６月26日 教育法規と管理運営 教職員課主査

規則

４８月１日 職員の連携と危機管 星幸広（千葉大学

理 大学院講師）

５８月24日 本市の特別支援教育 学校教育課指導

主事

６10月23日 人づくり組織づくり 袖山 雅弘

（横浜ベイシェラトン）

７12月25日 実践発表 教育研究所指導

研究協議 主事



管理職研修講座 

 

英語教員集中研修 

 
  

平成 15 年３月に文部科学省が策定した「『英語

が使える日本人』の育成のための行動計画」に基

づき、平成 16 年度より４年計画で集中的な研修を

行った。 

学校経営に関することや、今日的な教育課題に

ついての理解を深め、円滑な学校経営に必要な資

質の向上を図るために研修を実施した。 

■校長研修講座（対象者 75 名） 

 英語コミュニケーション能力育成のため、英語

指導力及び英語運用能力に関する研修を行い、英

語教員としての資質と指導力の向上を図ることを

目的としている。 

◎第１回 ５月１日（火）15 時 30 分～17 時 

講 義 「学校経営と学校評価 

～経営計画と評価のあり方～」 

講 師 浜田 博文（筑波大学准教授） 

 前半は７月 30 日(月)～８月２日(木)、後半は８

月６日(火)～８月９日(金)に９:00～16:30 の全

日研修を教育研究所において実施した。受講者は

中学校教諭 16 名、高等学校教諭１名であった。 

◎第２回 ８月７日（火）14 時～16 時 

講 義 「教職員のメンタルヘルス 

～最近の傾向と必要な関わり～」 

講 師 藤原 修一郎（横浜南共済病院 神経科部長） 

７月30日:オリエンテーション、 ◎第３回 １月 10 日（木）15 時～17 時 

 基調講演(緑川日出子 昭和女子大学教授)、 講 義 「今、学校が準備すること 

 英語指導法改善① (昭和女子大学 緑川日出子)       ～教育課程部会での審議をもとに～」 

７月31日:英語指導法改善② (昭和女子大学 緑川日出子) 講 師 梶田 叡一（兵庫教育大学学長） 

 英語指導法改善③ (昭和女子大学 緑川日出子) ※当初の予定では、「リーダーの危機管理～管理職

としての必須心得～」というテーマでの講義であ

ったが、講師の都合により計画を変更し、その内

容を新学習指導要領への対応とした。 

８月 １日:英語指導法改善④ (昭和女子大学 緑川日出子) 

 英語指導法改善⑤ (昭和女子大学 緑川日出子) 

８月 ２日:英語指導法改善⑥ (松山大学  佐野正之) 

 英語指導法改善⑦ (松山大学  佐野正之)  

８月 ６日:英語スキルアップ① (ELEC 外国人講師) ■新任校長研修（対象者９名） 

 英語スキルアップ② (ELEC 外国人講師) 日 時  ５月１日（火）13 時 30 分～13 時 50 分 

８月 ７日:英語スキルアップ③ (ELEC 外国人講師) 内 容 外川 昌宏 生涯学習部長による講話 

 英語スキルアップ④ (ELEC 外国人講師)  

８月 ８日:英語スキルアップ⑤ (ELEC 外国人講師) ■教頭研修講座（対象者 78 名） 

 英語スキルアップ⑥ (ELEC 外国人講師) ◎第１回 ５月 17 日(木）９時 30分～11 時 30 分 

８月 ９日:英語運用力テスト（TOEIC) 講 義「学校評価をどういかすか 

 英語指導法改善⑧ (松山大学  佐野正之) ～これまでの実践から～」 

 閉講式 講 師  沢 逸郎 (横浜市立東野中学校校長) 

 基調講演では授業改善の視点について研修し、

英語指導法改善研修では、外国語習得の理論を英

語で受講し、それをもとに英語で模擬授業を行う

等、英語教授法に関する実践的な研修を実施した。 

◎第２回 ８月９日（木）９時 30 分～12 時 

講 義 「緊急時の危機管理 

～不測の事態における対応と基礎知識～」 

講 師  井原 正俊  

 また、スキルアップ研修では受講者を３グルー

プに分け、実際に教室でも活用できる教材を使い

ながら英語運用力向上を図った。受講者から、英

語を使って授業をすることの大切さを再認識した

との感想を聞くことができた。 

(パームコンサルティンググループ代表) 

◎第３回 １月 17 日(木）９時 30分～11 時 30 分 

講 義 「学校経営とカリキュラムマネジメント 

～カリキュラムの相乗効果を～ 

講 師 鹿毛 雅治（慶應義塾大学教授） 
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学校運営推進者研修講座 

学校を組織的･機能的に運営するために、グルー

プリーダーとして必要な資質・力量の向上を図る

ことを目的とした研修である。 

総括教諭が導入されて２年目を迎えた今年度、

教育研究所として新設した講座である。対象は総

括教諭と実務をとりまとめる者である。 

◆第１回 ８月 10 日（金）９時 30 分～12 時   

出席者 112 名 

講義･演習「組織のリーダーに求められるもの 

～一人一人の意欲を高め、組織を動かすには～」 

講師 中島 徳顕（日本航空 品質保証部マネージャー） 

◎民間企業の方による講演を通して組織のリー

ダーに求められるものや組織のあり方について

考える視点を増やし、今後に生かすことを目的と

した。リーダーに求められる力を、変化把握･課

題体系化力、ビジョン構想力、戦略･計画構築力、

仕組み構築力、ファシリテーション力、人材育成

力と捉えて自己分析したり、４人で議論の場を想

定し、リーダーとして扱われる人等の役割分担を

通して、目的を達成するためにリーダーが必要で

あることを自覚したりする演習を行った。仕組み

そのものは変化できず、人間しか変化に対応でき

ないことをはじめ、企業におけるリーダーに求め

られるものの講義から、その役割を考えた。 

◆第２回 ８月 13 日（月）9 時 30 分～12 時    

出席者  101 名 

 

・相談学級、適応指導教室での登校支援の実際

と学校との連携について(相談学級担任教諭、

適応指導教室専任教諭) 

講義･演習「教師力・組織力・学校力を考える 

～これからの学校とカリキュラムマネジメント～」 

講師 三浦 修一（横浜国立大学教育人間科学部） 

◎カリキュラムマネジメントについて理解し、こ

れからの学校づくり、教員のあり方について考え

を深めることを目的とした。改めて、｢学校とは｣

｢学力とは｣についてのグループ協議を通して、教

員の役割を考えた。講義では、学校教育法の改正

をはじめ、今後求められる学力について、学校を

支えている隠れたカリキュラムは学校としての

文化であること、学力をつけるには、そのための

カリキュラムを創る必要があること等について

学んだ。 

登校支援担当者研修 

 不登校対策の一環として、平成 16 年度より中

学校全校とろう学校の校務分掌に「登校支援担当

者」を新たに位置づけ、各校の相談体制の充実を

図るとともに、学校と教育相談セクションが連携

して不登校対策を推進している。 

不登校は、学校生活に要因があるもの、情緒的

な面、非行的な面、何らかの気質的な問題等、そ

の要因や背景も様々なため、個々の生徒に応じた

適切な対応が必要である。 

 そのため、校内不登校対策の中心的役割を果た

す「登校支援担当者」には、不登校に関する十分

な理解や効果的な対応の知識はもとより、今日の

生徒が抱える様々な問題に関しても基礎的な理

解が必要となってくる。 

今年度も年間３回の研修講座を開催し、研修を

深めた。担当者、訪問相談員には毎回参加を要請

した。 

◎ 第１回 ４月 18 日（水）     48 人 

・適応指導教室、訪問相談員、教育相談セクシ

ョン職員の紹介 

・本市の不登校状況と今後の不登校対策につい

て（井上指導主事） 

◎ 第２回 10 月 31 日（水）     37 人 

・実践報告 

「久里浜中学校の取り組み」 

    久里浜中学校 井上 達雄 

・今年度の不登校状況(井上指導主事) 

◎ 第３回 ２月 27 日（水）     34 人 

・フリースクールとの連携による登校支援 

  アンガージュマンよこすか 

  フリースクール Being 

・今年度の不登校状況と来年度の不登校対策に 

ついて（井上指導主事） 
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教育相談研修講座 
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  学校教育相談に関する基礎的・応用的な研修

を通して、現代の様々な子どもの問題に的確に対

応できるよう、教員の資質や指導力の向上を図る

ことを目的とし、今日的な学校教育の課題に対応

するための、新しいカウンセリング技法や子ど

も・保護者へのかかわり方への考え方を学んだ。 

―研修講座年間８回、475 名参加 

◎第１回 平成 19 年５月 22 日（火） 53 名 

  「いじめ・自殺を防止するための教師のカ

ウンセリング的対応」 

講師 県ＳＣスーパーバイザー臨床心理士 

           大草 正信 

※ いじめ・自殺問題への対応のむつかしさ 

※ 指導が困難な現代っ子の問題 

①「今在る思い（一次意識）」と「もう一つ

の思い（二次意識）」 

②人間性教育の対象は「二次意識の思い」 

③理想目標と達成目標（ｸﾞｯﾄﾞｲﾏｼﾞｪﾘｰ） 

④体験的対話教育法 

◎第２回 平成 19 年６月 22 日（金） 71 名 

 「高機能自閉症・ｱｽﾍﾟﾙｶﾞｰ症候群に対する

理解と対応」 

講師  汐入メンタルクリニック精神科医 

      阿瀬川 聡美 

※精神発達の診断 ①量の問題 ②質の問題 

※自閉症とその他の発達障害との関係 

※自閉症の特性（３つ組） 

※支援の目標と対応：理解と連携が最も大切。 

◎第３回 平成 19 年７月 10 日（火） 60 名 

   「非行少年と発達障害との関連と問題行動

への対応」～矯正教育の現場から～ 

 講師  川越少年刑務所調査専門官 

               外川 江美 

※ 非行少年処遇の流れ、少年院の種類 

※ 軽度発達障害の非行リスク・虐待やいじめ被

害の影響 

※ 発達障害に配慮した矯正処遇 

※ 地域のサポート体制 

※ ADHD の概念の歴史と、文科省の定義 

※ ADHD によく見られる特性と適応上の 

問題点。特性に応じた指導の在り方。 

※ 不適応行動への対処の在り方。 

◎第５回 平成 19 年 10 月 19 日（金） 53 名 

   「学習障害（LD）に対する理解と対応」 

 講師 湘南病院 精神科医  佐藤 嗣有子 

※ LD の分類と、文科省の診断基準。 

※ 様々な場面での困難な状況に対する対応。 

※ WISC-Ⅲなどの検査方法と実態。 

◎第６回 平成 19 年 11 月 14 日（水） 50 名 

   「不登校児童・生徒理解とその関わり方の

実際」～不登校児童生徒への関わり方～ 

 講師 横須賀市立公郷中学校相談学級担任 

               川端 久詩 

  ※ 不登校問題の最終的解決とは 

※ 不登校対応の目的は学級復帰である 

※ アウチ！でよろしく（ふれあい体験） 

※ シェアリング（分かち合い） 

※ 危機に人は孤立する→孤立化の深まりを

防ぐ 

※ 暖かな関係作り→いいとこ探し、ねぎら

い：よく一人でここまでやってきたね！ 

※ 演習（ロールプレイ）１～５：実際に隣

同士で対話し合う。 

◎第７回 平成 19 年 12 月 11 日（火） 37 名 

   「リストカット等自傷行為に対する理解と

対応」 

 講師 国立精神神経センター 

精神科医 松本俊彦 

※ 自傷行為は心の痛みを閉じ込める行為 

※ 自傷と解離 自傷と自殺 自傷と暴力 

※ 自傷者と会うときに心がけること。 

※ 援助の原則：行動化から言語化へ 

※ 子どもが自分を傷つけないために 

◎第８回 平成 20 年１月 18 日（金） 60 名 

   「保健室で関わった気になる子」事例研究 

 講師 横須賀市立田浦中学校 養護教諭 

               八島 早苗 

① 身体症状(喘息)の事例 

② 身体症状(胃炎)の事例 ◎第４回 平成 19 年８月 22 日（水）  91 名 

③ 場面緘黙の事例  「注意欠陥多動性障害（ADHD）に対する理

解と対応」 ④ 過呼吸の発作の事例 

※ 小学校との綿密な連携・打ち合せが必要  講師  国立特別支援教育総合研究所  

※ 発生から収束まで把握している者が必要       教育支援研究部総括研究員 

※ 特別支援会議の充実が急務である               笹森 洋樹 



夏季研修講座

記号 教科等 講師名 所属・職名等 講義題／内容等 日 時 会場 参加者数

A-1   木村　キヌ子   横浜家庭裁判所横須賀支部家事調停委員・人権擁護委員 子どものこころをつかむ 7.26木 Ａ 研究所第１研修室 101

A-2 　梶田　叡一 兵庫教育大学長　中央教育審議会副会長 今までの教育、これからの教育 7.27金 Ｐ 総合高校ＳＥＡホール 106

A-3 　天笠　茂 千葉大学教授 学校評価をどう生かすか 8.6月 Ａ ヴェルクホール 80

A-4   横須賀　薫 宮城教育大学名誉教授 身に付けたい指導力 8.6月 Ｐ ヴェルクホール 172

A-5 　渡邉　正樹 東京学芸大学教授 子どもの安全確保と学校の危機管理 8.20月 Ｐ ヴェルクホール 62

B-1   松木　正子 お茶の水女子大学附属小学校教諭、わくわく授業講師 国語科の教師として 7.24火 Ａ 研究所第１研修室 85

B-2 　髙木　展郎 横浜国立大学教育人間科学部附属教育実践センター教授 国語科の役割～新学習指導要領を見据えて～ 8.1水 Ｐ 総合高校ＳＥＡホール 81

C-1 　安野　功 文部科学省初等中等教育局教科調査官 学習指導要領改訂のポイント 8.7火 Ａ ヴェルクホール 62

C-2 　小林　宏己 東京学芸大学教授 学び合う社会科の授業づくり 8.16木 Ｐ 教育研究所第１研修室 64

D-1 　滝井　章 教育テレビ・算数講座キャスター(世田谷区立喜多見小学校教諭) 数理的にとらえる力の育成～豊かな学び合いを通して～ 7.30月 Ｐ 総合高校ＳＥＡホール 165

D-2 　加々美　勝久  お茶の水女子大学附属中学校教諭（教科書編集委員、雑誌連載、著名人）　 これから求められる数学の力～算数・数学の学びを通して～ 8.10金 Ａ 研究所第１研修室 71

E-1   大淵　済 海洋研究開発機構地球シミュレータセンター シミュレーション技術で明かす地球のなぞ 7.24火 Ｐ 研究所第１研修室 93

E-2 　広浜　栄次郎 宇宙航空研究開発機構宇宙教育推進室長 宇宙開発最新事情 8.8水 Ｐ 研究所第１研修室 59

F-1 　久野　弘幸 愛知教育大学准教授 生活科の授業をつくる（カリキュラムづくりから考える） 7.27金 Ｐ 研究所第１研修室 41

F-2 　田村　学 文部科学省初等中等教育局教科調査官 今、生活科の更なる充実のために 8.1水 Ａ 総合福祉会館（ﾀﾞｲｴｰ横） 45

G-1 　山田　洋一 全日本学校音楽研究会常任理事 器楽指導法～鍵盤ハーモニカ活用法他～ 7.30月 Ｐ 研究所第１研修室 91

G-2 　高橋　保則 児童合唱連盟副理事長（大田区立東調布第三小学校教諭） その気にさせる歌唱指導法 7.31火 Ｐ 総合高校ＳＥＡホール 206

算数／数学

国　語

社　会

生　活

音　楽

　　学校教育の指導の重点、方針及び研修計画に従い、一般的教育課題、各教科等の内容ならびに実技等に関する研修を通して、教職員の

　指導力の向上を図ることを目的としている。研修講座は「夏季大学」と「各教科及び領域等研修」として48講座を実施した。

夏季大学

理　科

H-1 　山田　一文 埼玉大学教育学部附属中学校教諭、前埼玉県立近代美術館学校・教育普及担当課長 美術館との連携～手立てと実践～ 7.26木 Ａ 美術館ワークショップ室 47

H-2 　小林　範夫 横浜国立大学教育人間科学部教授　 図学的な視点から立体を組み立てる　　　 （午前・午後） 7.27金 ＡＰ 総合高校美術室 25

I-1 　深沢　勇 東日本プラスチック専門学院講師 生活の中のプラスチック、産業・技術におけるプラスチック 8.6月 Ａ 研究所第１研修室 21

I-2 　山田　悦子 京都和文化研究所アートディレクター、著名 風呂敷のつつみかた 8.17金 Ａ 研究所第１研修室 88

J

1-10

K-1 　太田　洋 駒沢女子大学准教授、著名人 語彙指導の工夫 8.15水 Ａ 研究所第１研修室 25

K-2 　佐野　正之 松山大学教授、横浜国大名誉教授 スピーキングの指導と評価 8.20月 Ａ 研究所第１研修室 11

L-1 　永田　繁雄 国立教育政策研究所教育課程研究センター教育課程調査官 新学習指導要領がねらう道徳教育の在り方 7.26木 Ｐ 研究所第１研修室 84

L-2 　清水　保徳 東京学芸大学附属竹早小学校教諭 心のノートを活用した道徳の時間の実践 8.7火 Ｐ ヴェルクホール 118

M-1 　江間　薫 神奈川県川崎市立宮前平小学校教頭  学級経営と特別活動 8.8水 Ａ 研究所第１研修室 63

M-2 　浅川　早苗 山梨県都留市立禾生第一小学校教諭 これからの特別活動～小・中学校の連携を通して～ 8.10金 Ｐ 研究所第１研修室 84

N-1 　藤井　千春 早稲田大学准教授 「総合的な学習の時間」で今、大切にすること 7.30月 Ａ 研究所第１研修室 33

N-2 　嶋野　道弘 文教大学教授 学習指導要領改訂のポイント 8.14火 Ｐ ヴェルクホール 84

O-1 　品川　裕香 北海道大学大学院学外研究員、教育再生会議メンバー 子どもの力を伸ばすための特別支援教育 7.30月 Ａ 総合高校ＳＥＡホール 278

O-2 　菅原　眞弓 立川市立第九小学校教諭（東京教師道場助言者） 特別支援教育の指導技術を磨く～東京教師道場の取組を通して～ 8.1水 Ａ 総合高校ＳＥＡホール 197

P-1  　木下　理仁 開発教育協会理事　かながわ開発教育ｾﾝﾀｰ事務局長 楽しい国際理解学習のヒント 7.25水 Ｐ 研究所第１研修室 46

P-2 　稲永　純子・青木　葉子 鴨居小学校教諭・神明小学校教諭 楽しい英語活動「ハッピータイムⅡ」を活用して 8.20月 Ｐ 研究所第１研修室 34

Q-1 　高井　弘明 日本・BOS(イギリス)・USA折り紙学会会員 折り紙の歴史と実技 7.31火 Ａ 研究所第１研修室 104

Q-2   森　司朗 鹿屋体育大学教授 運動する楽しさをはぐくむ 8.21火 Ｐ 研究所第１研修室 40

R-1 　築地　弥生 埼玉県家庭教育振興協会会員 健康教育の今日的課題について 7.30月 Ｐ ヴェルクホール 73

R-2 　松本　俊彦 国立精神・神経センター精神保健研究所　司法精神医学研究部専門医療・社会復帰研究室長 薬物乱用防止教育のあり方について 7.31火 Ｐ ヴェルクホール 90

R-3 　小澤　竹俊 めぐみ在宅クリニック いのちの教育について 8.1水 Ｐ ヴェルクホール 119

7.25水AP、7.26木AP、
7.27金AP、7.30月A､7.31
火A､8.16木AP　市内小学

校、横須賀ｱﾘｰﾅ等

498

家庭／技術・家庭

学校保健

特別支援教育

幼児教育

国際教育

総合的な学習の時間

特別活動

図画工作／美術

道　徳

外国語

体育／保健体育 本市小・中学校教諭及び外部講師 各種競技種目及び伝達講習

R 3 　小澤　竹俊 めぐみ在宅クリ ック いのちの教育について 8.1水 Ｐ ヴ ルクホ ル 119
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 授業パワーアップ講座 授業力錬成講座 

 平成 16 年度より、学力向上支援事業の一環と

して、教師の授業力向上を目指すために開催して

いる。 

平成 17 年度より、学力向上支援事業の一環と

して、「確かな学力」育成のための教員の指導力

向上を図り、魅力ある授業づくりを追究するため

に講座を開催している。 
子どもたちに「確かな学力」を確実に身に付け

させるためには、授業づくりの構想や具体的な取

組が重要である。そこで、著名な講師に公開授業

をしていただき、それを基に授業のあり方や授業

づくりについての講演会を持ち、授業の改善に役

立てられるような講座とした。 

広く小・中学校に募集をかけ、意欲的に授業力

向上に取り組むことができるよう、少人数による

定員制でとした。 

 
今年度は年間３回の研修講座を開催した。 ＜対象教科（受講人数）＞ 

 
小学校―音楽（５人）図工（３人）道徳（５人)

中学校―家庭科（５人） 
◎第１回 ６月 29 日(金) 田戸小学校 参加 20 人 

「理科における問題解決の授業の本質」（理科） 

筑波大学附属小学校 教諭 露木和男氏 総合的な学習の時間（２人） 

 「葉にデンプンができることを、子どもが

深い驚きをもって受け入れることのできる授

業のあり方とはどのようなものだろう。」と

いう研究主題に基づいた授業をしていただい

た。その後、問題解決能力を育てる授業のポ

イントとして、素材の教材性・先行経験との

ズレ・多様な解釈とのズレ・子どもを理解す

るということなどについて講演の中でお話い

ただいた。 

＜実施期間＞ 

夏季休業期間中２日間及び課業期間中３日間の

計５日間。 

 

＜研修内容＞ 

７月６日：オリエンテーション 

 研修の趣旨説明、教科別情報交換 

 ８月９日：講義「学びあい、高めあう授業づくり」 
◎第２回 ７月 11 日(水)沢山小学校 参加 42 人  （東京学芸大学 教授 小林宏巳氏） 

「心はずむ図画工作科の授業づくり」（図工） 
 グループ（教科別意見交換） 

横浜国立大学教育人間科学部准教授大泉義一氏 
 自己研修課題決定 『「すきなもので ともだちの わ！」～絵

や立体、つくりたいものをつくる・鑑賞～』 ８月 20日：授業力向上研修① 

完成した作品だけに着目するのではなく、

それを「かく」・「つくる」過程で育つ「関

係能力」を中心に据えた授業を展開していた

だき、その後、講師を中心に参会者全員でテー

マに迫る協議会をもつことができた。 

 共通課題単元の授業づくり演習 

 授業力向上研修② 

 自己課題に基づく学習指導案作り 

10 月～１月：授業研究会 

 全員授業研究を行い、学習指導案及び

授業報告書を作成する。代表者授業は、

受講者全員参加とし、研究協議を行う。 

◎第３回９月 14 日(金) 大塚台小学校 参加 43 人 

「好奇心をもち課題解決に向かう家庭科の授

業づくり」（家庭科） 
２月６日：実践報告会 お茶の水女子大学附属小学校教諭 馬場由子氏 

 代表者実践報告、各教科報告会 各自が用意したお菓子のパッケージを教材

として、表示から自分に必要な情報は何かを

考え、それを読み取ろうとする態度を養うこ

とをねらいとした授業であった。家庭生活に

密着したものから課題を立ち上げること、判

断や選択を求める場面を設けること、意見交

換の場を持つことなどの授業づくりのポイン

トを示していただいた。 

 

受講者から、「学びあう授業づくりの大切さを

学べた。自分の授業を振り返り、今後の授業改善

に生かすことができた。」という感想を聞くこと

ができた。 
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《教育情報セクション》 

    

    

 

 

    

 

概 要 

 教育情報セクションは、教育情報の収集・発信

を視点に、「教育情報の収集・提供」、「教育の

情報化の推進・ICT 活用能力の向上」、「調査研

究」を具体的課題として事業を展開した。 

○教育情報の収集・提供 

 教育情報の収集・提供について、図書・資料、

雑誌・教具的民族資料、理科教材の配付・斡旋及

び理科講座、情報教育研修を事業の柱とした。 

○教育の情報化の推進・ICT 活用能力の向上 

  教職員のリテラシー向上を目指して、情報教育

研修講座、IT 学習サポート事業を実施、環境整備

として、よこすか教育情報センターの運営、保守・

メンテナンス、先進的教育用ネットワークモデル

地域事業を柱とした。 

 また、地域イントラの活用と児童・生徒及び教

職員の活用能力の向上を目指して、デジタルコン

テストを発展させ、２部門からなる第３回スクール

デジタルコンテストを開催した。 

○研究調査 

 調査研究の柱を設定し、15 の研究テーマをもと

に研究する体制を整えた。平成 18 年度に引き続

き、個々の研究員に対してではなく、研究員会に

対して研究を委託する方法を継続した。 

○その他 

 上記３つの事業の柱の他に、横須賀教育史の編

纂、学校図書館に関する窓口、そして理科研究会・

情報教育研究会・学校図書館研究会に対する指導

も行った。 

○司書教諭研修講座 

 司書教諭に対して、情報提供を目的とした研修

を年間２回実施した。 

○理科研修講座 

 基礎技術、環境教育や安全管理に関するものな

ど 17 回を設定した。楽しい授業の工夫に関する講

座への関心が高いことが特徴的であった。 

 

○理科情報のデータベース化 

  教育情報センターに公開しているコンテンツの

更新・情報の追加を行った。 

○情報教育研修講座 

 本年度は、「授業活用コース」など、授業での

活用場面を意識し、学校に整備してあるアプリケ

ーションの活用についての研修を行った。また、

機器の更新に伴い、各校の中心的役割を果す教員

を育成するため担当者研修を実施した。 

○よこすかスクール携帯ネットの活用 

 平成 16 年６月から運用を開始した「よこすかス

クール携帯ネット」は、サイトへのアクセス数か

ら地域・保護者への浸透を推測することができる。 

○デジタルコンテスト 

 ICT を活用した子どもたちの自由な発想・表現に

よるデジタル作品の発表・交流の場として実施し

た。より主体的な ICT 活用をすすめ、ネットワー

クを含めた ICT 活用の理解や能力をさらに伸ばす

ことを目指している。入賞作品は、イントラ及び

インターネット上に公開した。 

○IT 学習サポート事業 

 平成 18 年度に引き続き、パソコン教室での ICT

機器を活用した学習指導における、「授業サポー

ト」に特化して事業を継続した。 

○イントラ及びインターネットサイトの管理 

 先生方の ICT 活用能力の向上と、校務の情報化

の伸展により、各学校のホームページ更新作業、

校内のネットワーク環境への接続作業への支援、

さらに研究会のホームページ公開と、教育情報セ

クションに対する作業支援の要請が年々件数が増

える傾向にある。 

○再編交付金での整備 

 基地の再編に伴う交付金により、普通教室への

LAN 整備と学級への児童生徒用パソコンの整備が

予算化され、市・情報政策課とも歩調を合わせ 

小学校の各教室に LAN を整備する調査を開始し

た。 
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研究調査 

 

概 要 

 研究所の「研究調査」は、現在の教育課題の解

決に役立つことを目指し、横須賀の学校教育の推

進に貢献するための活動を目的としている。 

 研究課題ごとに市立学校教員と指導主事で組織

した研究員会に研究を委託し、各研究員会は、２

年間の研究期間を活用し、課題の検証と課題解決

に向けた研究を行う。また、その研究成果を学校

現場に還元することに取り組む。 

 

 本年度は昨年度からの継続 9 研究員会（①～⑨）

に，新規 6 の研究員会（⑩～⑮）を発足し、総勢

57 名の研究員で年間全体テーマ「教育課題の実証

的解決に向けて」に基づいて、15 の研究員会を組

織した。（教科・領域研究員会） 

 また，情報教育研究員会については，横浜国立

大学教授額田順二氏をスーパーバイザーとして委

嘱し，ご指導いただいた。 

 

①図工美術（領域、単元、題材等を通しての「学

び」の系統性・継続性について研究する） 

②音楽（領域、単元、題材等を通しての「学び」

の系統性・継続性について研究する） 

③国語（領域、単元、題材等を通しての「学び」

の系統性・継続性について研究する） 

④社会（領域、単元、題材等を通しての「学び」

の系統性・継続性について研究する） 

⑤総合的な学習の時間（総合的な学習の時間につ

いてその指導内容を研究する） 

⑥特別支援教育（学校内で支援を必要とする児童

生徒への指導の可能性を研究する） 

⑦情報教育（校内ネットワークの可能性を研究す

る） 

⑧よこすかの子ども調査（横須賀市の子どもの実

態を定期的に把握する） 

⑨図書館の連携（公共図書館・地域ボランティア

と連携する図書館利用を研究する） 

⑩教育コンテンツの活用（各種研究機関が提供する

コンテンツを利用した指導の方法について研究） 

⑪登校支援（不登校児童・生徒に対する支援のあ

り方を研究する） 

⑫地域とコミュニケーション（「地域に開かれた

学校」の可能性として、保護者・地域が求める学

校の情報について検証し、コミュニケーションの

可能性を研究する） 

⑬算数・数学（領域、単元、題材等を通しての「学

び」の系統性・継続性について研究する） 

⑭体育・保健体育（領域、単元、題材等を通して

の「学び」の系統性・継続性について研究する） 

⑮理科（領域、単元、題材等を通しての「学び」

の系統性・継続性について研究する） 

 

相談室での効果的な登校支援のあり方について 

                 （登校支援） 
 本市では、平成 15 年度より訪問相談員を配置

し、中学校において家庭訪問相談と校内相談室対

応の両面から支援を行っている。また、小学校で

は、ふれあい相談員を平成 16 年度より配置し、早

期対応の観点から相談活動を行っている。 

相談員が機能している学校では、担当教諭（登

校支援担当等）を中心とした支援会議も充実して

おり、スクールカウンセラー、養護教諭等も参加

して、チーム体制で不登校児童生徒への支援が行

われている。 

このように各小学校・中学校で実践される登校

支援において、相談員の果す役割は年々大きなも

のとなっている。 

そこで、本研究会ではそれぞれの相談員が実践

している登校支援についての実態を調査し、より

効果的な支援方法を考察した。相談室での有効な

支援方策の共有化を図るとともに、相談室と連携

した登校支援の一資料としていただきたい。 

 

 

デジタル教材の授業における効果的な活用 

         （教育コンテンツの活用） 

 ２年計画で「わかる授業」や「魅力ある授業」

を実現するため、「授業におけるデジタル教材の

効果的な利用法」、「デジタル教材の利用による

学習効果や児童・生徒の変容」等について、指導

計画から検証授業、評価にわたり総合的な研究を

行っている。理科の授業を中心に研究しているが、

他教科への応用を目指している。 

 本研究は、神奈川県立総合教育センターが行っ

ている「教育用理科コンテンツ活用に関する調査

研究」とタイアップしているため、県立高校や他

市の実践を見る機会があり、市の研究推進に生か

すことができた。 

 実際の実験や観察に勝る教材はないが、それを
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補助するためにデジタル教材を活用したときの効

果は大きいと考え、実験観察とデジタル教材の融

合型の授業を研究した。１年目の研究ではアン

ケート調査と教材研究・授業案検討を行い、授

業実践・検証を１回行った。次年度はこれらの

データを分析し、さらに実践授業を公開し各教室

でデジタル教材を活用した授業が行われることを

目指していく予定である。 

 

学校と地域の望ましい関係のあり方を探る 

         （地域コミュニケーション） 

本研究委員会は、昨年度まとめられた「地域コ

ミュニケーションのあり方を探る」研究委員会の

まとめを引き継ぎながら、「地域の力、保護者の

力を学びに生かす方策」について、文献調査や実

地調査（視察）をもとに研究を行った。視察では、

教育全般で先進的な取組が進む、品川区の荏原第

一中学校を訪ね貴重な実践を伺った。特に、学校

長が熱く語った、「良い学校づくりには、生徒・

教師・地域が学校にプライドを持つことが何より

も大切であり、それは数年で出来ることではな

い」、「特別なことではなく、子どもにあった実

践を地道に重なるべきだ」との言葉は、どうして

も華やかな連携行事に目を奪われやすい私達にと

って非常に意味深いものとなった。 

 新学習指導要領でも、地域との連携を生かした

学校週五日制の教育や体験学習が求められてい

る。次年度は、具体的な実践をまとめ提案する予

定である。 

 

学びの系統性をふまえた理科学習 

          （学びの系統性／理科） 

 理科教育７年間を見通して系統性をふまえた

指導を実践していくために、単元構想や指導法な

どについて研究を進めた。 

一年目である本年度は、異校種の理科の学習内

容や身に付ける力について共通理解を図り、互い

の指導観や指導方法について情報交換及び協議を

行った。 

 また、系統性をどの視点からとらえるかについ

て協議し、学習内容の面、問題解決の能力など身

に付ける力の面、そして科学的概念の形成の面な

ど、研究の柱となる系統性の視点を明確にするこ

ととした。 

 本年度は系統性の視点の一つとして概念形成

に着目し、「粒子概念」の系統性について授業実

践を通して検証をした。その際、目指す姿として

各段階での子どもの概念のとらえ方を想定した。 

 

図画工作・美術科教育における学びの系統性につ

いての研究 

（学びの系統性／図工美術） 

 ２年計画の２年目を迎え、調査研究のまとめを

行った。１年目に行った小中相互の学習指導要領

確認（新学習指導要領案も必要に応じて参照）と

整理、領域、材料、用具、平面題材の研究授業に

加え、横須賀の図工･美術科指導の現状の把握と課

題の明確化を並行して進めた。併せて、特定の資

質や能力についての連続性の調査研究、指導計画

立案と題材設定のための検証と考察を行った。こ

れに研究員が実践した授業の実践例と、指導計画

立案に役立てることのできるワークシート（デジ

タル媒体で提供）をつけ、活用性を高めた。 

 取組を通して図工・美術科で身に付けさせるべ

き資質と能力をあらためて確認できた。指導計画

や題材設定のあり方を再構築するために活用を促

すとともに、新教育課程への移行も視野に入れた

取組を継続をしたい。 

 

小･中学校における音楽科教育の研究 

（学びの系統性／音楽） 

昨年度より研究テーマを「児童・生徒が生涯に

わたって音楽を楽しむ基礎力の系統性を考える」

と設定し、小中の学びの系統性の研究を進めてき

た。 

研究２年目としては、昨年度の各校の実態調査

を参考に、連携のあり方を研究した。それらをも

とに、創作活動の小中の学びの系統性、発達段階

を考えた歌唱指導の実践を行った。 

この２年間の実践から、音楽科の学習活動にお

ける系統性を分析し、「大切にしたい学び」を明

確にした発達段階に応じた指導の工夫をまとめ、

今後発信していく予定である。 

 

小･中学校における国語科教育の研究 

（学びの系統性／国語） 

 ２年計画で研究テーマを「『読解力』向上のた

めの系統的な学びを考える ～『読むこと』を通

して～」と設定し、昨年度より「説明文の読解」

を通して小中の学びの系統性の研究を進めてき

た。 

研究２年目の今年度は、まとめの年度として、

昨年度の実践の上にたち「読解力」向上のために

各学年で必要とされる力とそれを身につけさせる
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ための具体的なアプローチ方法をまとめた。また、

研究を通して見えてきた指導事項のつながり、各

学年で押えておきたい学習内容などを系統的にま

とめ、紀要として発信した。 

 中間報告会では、研究内容の提示、模擬授業、

教材教具のワークショップ、協議会を実施し、本

研究会のねらいに迫った。また、本研究会には、

スーパーバイザーとして横浜国立大学池田敏和先

生をお招きし講演ならびに研究の方向性について

ご示唆いただいた。 

 

小・中 社会科７年間の有効な学びの研究 

   ～学習内容の系統性を追究する～   研究 2 年目の来年度は、系統性を整理するため

の視点（考え方の関連、活動、思考の壁等）を明

確にして、研究を深めていきたい。 

（学びの系統性／社会） 

 本研究員会の目的は、「社会科」の学力を確か

に育成するために、現状の問題点を洗い出し、整

理してそれを解決するために必要な資料を作成す

ることである。 

 

体育・保健体育 

（学びの系統性／体育・保健体育）  今年度は昨年度に引き続いて、中学校社会科の

３領域をもとに、実践上の問題点を洗い出した。

その結果、指導が重複している箇所や、逆に欠落

している箇所が発見できた。また、技能的な面も

系統的にカリキュラムを作らないと育たないこと

などが確認された。 

１年目として各研究員の学校の実態をもとに、

情報交換を行った。また、小学校体育研究会、中

学校体育研究会、それぞれと連携し、新体力テス

トの分析をしたり、生活実態調査の結果から、今

後の課題や小中連携の方向性を探ったりした。 

 そこで、社会科の３要素である「内容」「能力」

「態度」のうち、「内容」に焦点を絞り把握し整

理することで、系統的に何がいつ指導されている

のかを知ることができる系統表を３分野ごとに完

成させ、それをもとに小中の教員が指導の改善に

生かせるよう研究を継続して進めた。 

教材や系統性について段階的なつながりの方

向や、発達段階として身につけておくべき力など

を検討した。 

 

「総合的な学習の時間」授業づくりの手だて 

       （総合的な学習の時間） 

 また、今年度も先進的な研究を行っている学校

として、お茶の水女子大学附属小学校を視察し、

授業参観と小中の系統的な指導の在り方について

の研究を深めている同校の担当者と懇談した。 

昨年度から「評価規準表の検証」をテーマに取

組んできたが、その本質を再考し、また、授業の

計画段階や実践を通して話し合ってきたことを大

切に発信するために、テーマを「総合的な学習の

時間 授業づくりの手だて」と改め、次の２つの

視点をもって研究を進めた。 

 ２か年の成果として、３分野の各系統表とそれ

ぞれの表の活用法の説明を中心的な内容とした研

究紀要を３月に編むことができた。 その視点とは、つけたい力の評価規準を、授業

における子どもたちの発言や思考、活動といった

具体的なレベルで捉え直すことと、総合的な学習

の時間のねらいに迫るために必要な、教師の役割

を模索することである。 

 

算数・数学 学びの系統性を探る 

   ～共有・発信・実践～ 

（学びの系統性／算数・数学） 
子どもの興味関心に基づき、教科の枠を超えて、

横断的・総合的な学習、探究的な学習が可能にな

る総合的な学習の時間のねらいに迫るために、ま

た、内容が明記されていないので難しいとされて

いる授業づくりの課題を解消するために、具体的

な授業実践を通したこの研究成果が、各学校にお

いて役立つことを願い、紀要を作成した。 

 本研究会は、算数・数学科においての学びの系

統性を研究し、その成果を随時学校の先生方に提

供し、日々の授業実践に生かしてもらうことをね

らいとしている。研究員会では、研究の方向性の

検討、小中の学習内容の共有化、発信内容の確認、

中間報告会の実施という計画を立て、学習内容の

系統性を探りながら、授業での課題や問いの持た

せ方とその授業展開、概念理解や習得のさせ方、

教材・教具の効果的な活用などについて研究を深

めてきた。系統性を探っていく中で、小中の研究

員は、お互いに大きな発見や驚きを得ることがで

き、それを学校の先生方に発信することとした。 

 

支援を要する子どもを視野に入れた授業づくり 

              （特別支援教育） 

  通常学級には、およそ６%の割合で、支援を必要

とする子どもが在籍しているといわれる。 
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本研究員会では、学校教育課に事務局がある「相

談支援チーム」と連携協力し、発達障害等の子ど

もにも分かりやすい授業づくりをめざして研究を

進めている。 

２年目は、｢算数｣に焦点をおき、「誰にでも分

かりやすく使いやすい教材教具の開発」、「一斉

指導の中で、個別支援の時間を作り出す授業方法

の工夫という」という観点から実践授業を含めて

研究を進めた。 

次年度以降は、それらを深めるとともに、他教

科や中学校も視野に入れて、さらに研究を深めて

いきたいと考えている。 

 

ＰＣスキル育成に関わる研究 

（情報教育） 

 「小中９年間を見通したＰＣスキル育成のため

のカリキュラムづくり」をテーマに、指導や活動

の様々な場面におけるコンピュータ活用の工夫と

その成果について進める研究の２年目であった。 

 今年も引き続き、横浜国大の額田教授にスーパー

バイザーとして指導助言をお願いし、研究の深化も

図った。 

 指導の一貫性・小中の連携・情報交換を意識し

て、構成された小中所属の研究員４人が協力して

「ＰＣスキル育成に向けてのカリキュラム作成」

に取り組んだ。また、会合の都度、授業での IT
機器活用の意味・意義を確認し、工夫のし方、留

意点等の考察にあたった。 
 
公共図書館との連携 

                        （学校図書館の連携） 

 本研究員会は，平成 13 年に施行された「子ども

の読書活動の推進に関する法律」及び「子どもの

読書活動の推進に関する基本的な計画」に基づき

国・県そして横須賀市が策定する推進計画を先行

研究し、公共図書館と連携してできる図書館利用、

学校間、小学校と中学校間での利用について研究

実践することを目的としている。本年は、昨年の

調査研究をもとに、学校図書館研究会の各種研修

会での提案と、司書教諭研修会の実技講座の講師

を務め、その成果の一環を還元した。 

 また、１月には高坂小学校を会場に研究授業を

行い、公共図書館との連携，ＩＣＴ機器の活用，

図書館ボランティアの活用などについての実践を

行い、課題とその成果について検証した。研究の

成果は、イントラネット上にホームーページの形

で公開すると共に、学校図書館研究会へも情報提

供し、情報機器の活用については、市の実施する

司書教諭研修会へ情報を提供する予定である。 

 
よこすかの子ども生活実態調査 

          （よこすかの子ども調査） 

 今年度の本研究員会の研究は、昨年度までにま

とめたアンケート項目をもとに、子ども調査の研究

をされている横浜国立大学教授高橋勝先生にスー

パーバイザーとして入っていただき、指導助言を受

けながら、アンケート項目の充実を図っていった。

最も大切にした点は、何年も継続的に活用でき、

経年変化を見ることができる項目にしていくこと

であった。また、調査研究を進める中で、全国学

力状況調査のアンケート項目や他市のアンケート

項目も参考にしながら作成していった。その結果、

【１】家庭生活について【２】学校生活について

【３】人間関係について【４】自分自身について

の４つのカテゴリーについて整理することができ

た。 

次年度は、早い段階でこの調査を実施し、その

集計と分析を行い、よこすかの子どもたちの実態

を調査し、あらゆる教育活動に活用される資料を

作成していく予定。 

 

 



教育研究所研究員総会及び第 22 回研究発表会 

 本年度も、「研究員総会」と「第 22 回研究発

表会」を、５月 18 日（金）に同日開催した。第

１部の「研究員総会」は、所長あいさつに続き、

研究員の委嘱、研究調査についての依頼と説明、

担当指導主事の紹介、事務連絡という順に進行

された。 

  第２部の「第 22 回研究発表会」では、平成

17・18 年度「コンテンツ活用」研究員会の研究

成果について、津久井小学校教諭 伊藤 英幸

先生と鶴久保小学校教諭 古川 喜美子先生と

担当の白井宏一指導主事が研究発表を行った。 

 

神奈川県教育研究所連盟研究発表大会 

 10 月 22 日（月）神奈川県内の各市町が設置

する教育研究所で組織する（神奈川県教育研究

所連盟）連盟の研究発表大会が、厚木市教育研

究所の主催で実施された。今年で 54 回を数える

大会では、加盟する県内 25 研究所が調査研究し

た内容について 12 分科会 48 テーマに分かれて

発表及び報告がありました。今年度横須賀市か

らは、平成 17･18 年度「コンテンツ活用研究員

会」が『理科における発展的な学習・補充的な

学習のあり方』を、平成 18 年度長期研修員が『教

師に求められる資質とは』というテーマで研究

発表を行った。 

 

◆第５分科会：田島 信幸（大楠中） 

       永嶋 裕一（富士見小） 

・発表テーマ：理科における発展的な学習・補

充的な学習のあり方 

・研究の概要：学習指導要領は、方針のひとつ

として、「ゆとりのある教育活動を展開する中

で、基礎・基本の確実な定着を図り、個性を生

かす教育を充実すること」を示している。これ

に対する要件としては、基礎・基本の確実な定

着はもちろんのこと、興味・関心による主体的

な学習、個に応じた指導を考慮した学習プログ

ラムの開発が求められてくる。 

 以上を背景として、本研究員会では個々の生

徒の学習状況に応じて、「発展的な学習」と「補

充的な学習」を実施することが有効であると判

断し、その学習プログラムの開発を目的として

取組んだ。研究は小学校・中学校のそれぞれで、

２年間の中で取り組む単元を抽出し、それに対

して「発展的な学習」もしくは「補充的な学習」、

あるいはその両方を適用しながら検証していっ

た。この取組みにより、いくつかの成果を上げ

ることができた。 

・本研究の課題としては、次の点が挙げられる。 

(1)一斉授業形態を前提とした場合の個に迫る

限界 (2)課題選択性への展開 (3)学ぶ必然性の

確保と学習のつながり (4)単元内容以前の基礎

的な力（計算など）の指導 (5)少人数やＴＴ等

の指導体制の工夫などがあげられる。 

 

◆第 12 分科会：安藤 聖（追浜小） 

・発表テーマ：「教師に求められる資質とは」 

・研究の概要：本市において行われたアンケー

ト調査の中で、教員の力量に不安感を持ってい

る保護者は４割程度存在することが明らかとな

っている。また、教員を“信頼・安心できない

”現状が全国的にも本市にもあり、それと関連

するかのように様々な言葉で「教師の資質」が

表現され、疑問が投げかけられている。 

・研究方法 

（１）文献調査からみた教員の資質（２）保護者が考

える教員の資質（３）アンケート調査に基づく教員

が考える資質とは（市内小・中学校教員 883 人） 

（４）教員の資質向上と研修のあり方（５）教員の資

質向上と校内研修（６）教員のライフサイクルの中

での資質向上 

・研究の成果と今後の課題 

 教員に求められる資質を、「基盤となる資質」

「専門性を伴った資質」「潤滑油的な資質」に

分類し、まとめることができた。 

 教員の資質向上に有効な研修形態として校内

研修の重要性を提示することができた。 

 自らを振り返ることで目的意識を持ちながら

研修計画を作成し、自分自身の資質向上をプロ

デュースする可能性についても示すことができ

た。 

 さらに、経験年数や分掌が教師の意識や資質

にどのような変化をもたらすのかなど、新たな

研究課題を発見することができた。 

- 22 -
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平成19年度は、次の２点を意識して事業に

取り組んだ。

①高度情報化社会の進展に対応しうるような教職

員、児童生徒ともどもの「情報モラルの育成」

②各学校に整備されたICT機器を有効に活用する

ための研修の実施

③「開かれた学校づくり」を進展させるための、

各学校のホームページの頻繁な更新と内容充実

の呼びかけとそのための実技研修の実施

また、多発しているインターネットを介した犯

罪について、今年度も引き続き、高度情報化社会

の特質を児童生徒に理解させると共に、その活用

に資することのできるような人材育成のあり方や

保護者・社会との学校のかかわり方が大きな懸案

としてクローズアップされた。

１ コンピュータ等の整備

１)今年度の整備

①小・中・ろう・養護学校

特別教室等用ＰＣ：444台の更改

②小学校５～８部会校（大塚台小を除く）

ＰＣ教室ＰＣ：1,004台の更改

③教頭専用機、事務職員優先使用機：156台

の新設を行った。

◇整備方針

・インターネット検索、市内他校や遠隔地の学

校などとの映像や音声情報（動画やテレビ会

議等も含め）の交換による学習の効率化。

・教職員間の情報伝達の効率化。

・ホームページ等による保護者や地域への

情報提供の充実を達成するために、大容

量情報の高速化と運用コストの低廉化。

◇経過

「先進的教育用ネットワークモデル地域

事業（文部省・郵政省、平成10年）」と「教

育情報通信基盤整備事業（総務省、平成13

年）」によって、平成14年１月に三浦半島

地区教育ネットワーク内のすべての学校

が、よこか教育情報センター経由100Mbps

でインターネットへ接続する環境が確立

し、大容量情報の高速化とコストの低廉化

を実現した。

※三浦半島地区教育ネットワーク

「教育情報通信基盤整備事業」によっ

て構築された、横須賀市・三浦市・葉山

町にまたがる広域的な教育情報通信ネット

ワーク。

２）本事業の評価と今後の課題

①100Mbps体制の維持

◇評価

本市内の学校におけるコンピュータ・ネ

ットワークの教育利用の推進に多大なる貢

献をしたと評価している。

◇課題

「教育情報通信基盤整備事業（総務省：

補助事業）」で整備された機器の経年劣化

を補うために機器の更改や調整をすること

によって発生する経費の手当

②普通教室のLAN化

◇評価

長く課題となっていた「普通教室のLAN

化」は、基地再編交付金を活用することで、

解消されることとなった。

事業は平成20年と平成21年の２年間にま

たがっており、平成21年度末までには、

(ア)学校内のすべての教室からインターネ

ットに接続できる

(イ)各普通教室に１台のノートＰＣ（計1,

132台）が整備される

(ウ)学年を単位として２学級に１台のプロ

ジェクタが整備される予定である。これら

の設備は、今後大いに活用され、多大な成
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果が期待される。

③整備されたICT機器の有効活用

◇PC教室利用時間数の増加に見られるよう

に、活用は進みつつある。

◇課題

「情報教育の実態調査（例年3月に文部科

学省が実施）」において、「ICTを活用できな

い」と回答している教職員が固定化しつつあ

る傾向を解消するための取組。

２ 研修の実施状況

◇全体的な評価

Web上で行う研修申し込みは定着した。

情報研修には、延べ1,238名が参加した。

各研究会主催の研修も行われ、より高度な

利用方法や校務・授業での活用などの研修も

行われ、事務研究会では校務処理のための研

修を行った。

夏季休業中の研修は参加希望者が非常に多

く、同一の内容を午前と午後に行った日もあ

った。

環境が整ってきた中、すべての教職員がさ

らにコンピュータやネットワークを有効利用

できるように努力していく必要がある。

◇本研究所主催の研修のようす

昨年度来、操作研修から活用研修に力を入

れてきている。今年度は、対象と内容によっ

て、７種類のコースを設定した。

「実務コース」…

校務のIT化と既存ソフトのさらなる活

用を意識した、基本的なソフトの研修を

行った。

・ｳｲﾙｽ対策とネットワーク

・メールとネットワーク

・ワープロ(ワード)

・表計算

・プレゼンテーション

・画像処理

・ホームページ作成

「学習用ソフト活用コース」…

授業での活用場面を意識した、学校に

整備してあるアプリケーションについて

の研修。

・小、中学校教育用ソフト活用

「管理職コース」(含む情報教育担当者)…

各学校のネットワーク管理者であると位

置づけ、県教委が制作したビデオ「教職員

のための情報モラル」と本研究所で作成し

た「原始家族インターネットと出会う」を

利用して、学校での情報モラルについての

研修を行った。

「ホームページ管理コース」…

研究所が一括して行っていた各学校のホー

ムページの更新を、各学校からも行えるよ

うにする（平成15年11月末日より）ための

各学校の情報教育担当者(又は代表者)への

研修を行った。

・小、ろう、養護学校対象

・中、高対象

「情報教育担当者研修」…

学校現場での情報教育のリーダーの育成

を目指し、情報教育担当者と希望者を対象

に、夏休みに１日の「情報教育リーダー研

修」を実施した。

「講演会」…

個人情報の保護と情報セキュリティ意識

の向上を訴える講演会を開催した。

「出前研修」…

本19年度は夏休みを利用して、小学校５

～８部会校24校（大塚台小を除く）のＰＣ

教室機器の更改を行ったため、該当の24小

学校全校から、新たに整備された機器の活

用についての出前研修希望が寄せられ、適

宜開催した。

本年度に、研修参加者が増大しているの

は、このことによるものである。

３ 学習活動での活用について

１）情報教育研究員会での研究

「小中９年間を見通したＰＣスキルのカ
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リキュラム作り」をテーマに横浜国大教

授額田順二先生のご指導を仰ぎながら、

様々な学習場面に応じたコンピュータ操

作スキル育成のイメージの確立とカリキ

ュラム作成を中心に研究を行った。

２）情報教育研究会との連携

「パソコンは宝箱」（情報教育カリキュラ

ム）の検証に精力的に取り組みながら、情報

教育研究員会との研究授業の共催なども行っ

た。

４ 三浦半島地区教育ネットワーク（協議会）

協議会は２回、専門委員会は４回、事務局

会は３回開かれた。

１）第四回スクールデジタルコンテスト

①日 時･･(募集期間) H19･9/1～9/22

③概 要･･ITを活用した子どもたちの自由

な発想・表現によるデジタル作品の発表

・交流の場として実施した。より主体的

なIT活用をすすめ、ネットワークを含め

たIT活用の理解や能力をさらに伸ばすこ

とを目指している。

入賞作品は、

www.edu.city.yokosuka.kanagawa.jp

において公開されている。

③実施状況･･

小学校１年生から高校３年生までの延

べ131点の応募があった。年を重ねる毎に、

技術や完成度が高くなっている。

２）研究授業のありかたについての検討

例年、二市一町の学校をイントラ・コン

ピュータネットワークでつないで、「コラ

ボレーション的研究授業」を展開してきた

が、本19年度はネットワーク専門委員だけ

による授業から、より多くの先生方に参加

してもらうような授業のあり方を目指し

て、検討を重ねることに力を注いだ。

５ よこすか教育情報センター事業

１）Webページの運営とアクセス数

時代状況から、学校の情報を公開してい

くことは必須になってきているので、さら

なる情報提供や更新が必要であると考えて

いる。

・利用回数(インタ－ネットサイトへの訪問者数)

平成18年度Webｻｲﾄ総ｱｸｾｽ数

717,091件(H18･１月～H18・12月)

平成19年度Webｻｲﾄ総ｱｸｾｽ数

818,637件(H19･１月～H19・12月)

①「三浦半島の地層地質」｢植物歳時記｣など

の各種サイトを展開中。

②スクールネット(各学校のホームページ集)

は、定期的な更新や全面リニューアルなど

積極的に取り組む学校が増えつつある。

２）電子メールの利用

教職員の電子メール利用は、教職員用

グループウエア（Webメール・掲示板機能

・フォーラム機能等）の活用で安定傾向に

ある。メーリングリストも活用されている。

平成18年度メール総送受信数

1,716,245件(H18･１月～H18・12月)

平成19年度メール総送受信数

1,763,230件(H19･１月～H19・12月)

３）よこすかスクール携帯ネットの公開

今日的状況に鑑み、ネットワークの有効

活用と各方面への情報提供機会の拡大を目

指して、携帯電話から閲覧できる「よこす

かスクール携帯ネット」を平成16年６月１

日に開設した。

平成18･･145,707件の訪問者数。

（H18･１月～H18･12月）

平成19･･168,832件の訪問者数。

（H19･１月～H19･12月）

６月、９月などの行事期に訪問が増加する傾

向が見られる。
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６ 学校IT学習サポーター事業

小学校のパソコン教室を中心とした、ICT機

器を活用した学習指導での、授業サポートに特

化して事業を継続した。

市の予算で、非常勤２名とアルバイト８名を

雇用し、小学校48校に学校ITサポーターを定期

巡回派遣した。中学校とろう学校・養護学校、

高等学校には要請に基づいて派遣した。

派遣体制は、小学校48校を７校ずつのグルー

プに分け、１つのグループを１人の学校ＩＴサ

ポーターが担当し、１小学校あたり年間月１～

２回訪問した。今年度の事業では、学校ITサポ

ーターに対する研修を計画しなかったため、派

遣当初は学校・教職員の求めるスキル、サポー

トと実際のサポートの間に溝があったが、非常

勤の２名が担当校の訪問の合間に研修をして対

応し、効果的なサポートができたとの評価を受

けた。

学校に情報機器やネットワーク環境が導入さ

れて、指導にあたる教職員の活用能力は向上し

てはいるが、低学年の児童を中心に、キーボー

ドからの入力指導の場面や、デスクトップとノ

ートパソコンでのアプリケーションのバージョ

ンの違いによる操作の違いでは、授業サポート

の必要が強く求められた。

また、事業の一部を引き継ぎ、各学校で対応

した操作の質問に対して、オリジナルのテキス

トをイントラ上に公開し、学習指導及び校務で

の操作の資料としたので、学校ITサポーターの

派遣のない部分を補完することができた。

７ 利用上の課題

１）ウイルス感染

ウイルス対策が不十分な個人機に端を発

し、ネットワークに不調を来す事態が起き

た。公用機の感染は研究所で一括対応して

いるので防げるが、個人機への対応が課題

である。

２）ネットワークの不適切な利用

平成18年度には、インターネット上に存

在するサイトに対して、学校PC教室から不

適切な通信が行われた。被害サイトの管理

者からクレームがあり、ログ（接続記録）

から該当者を特定。学校に調査・指導を依

頼し、被害サイト管理者に謝罪した。

今年度は同様な事例は報告されていない

が、情報モラルの指導は、今後も徹底して

いく必要がある。

３）授業でのインターネット利用

授業でのインターネットの利用が増えて

きたなかで、授業の目的が不明確なものも

見受けられる。 目的を明確にし、事前の

下調べ等(十分な教材研究)をしてから利用

することが重要である。

８ ビデオの利用状況

■利用件数 153件

■利用本数 349本

利用件数・本数とも若干減ってきている

が、授業での利用等は定着してきている。

イントラネット上で貸し出し状況がわか

るようにしているが、学校側への宣伝が足

りないので、もっとPRする必要がある。



資料２
【 情報教育研修講座実施状況 】 平成20年2月

主催 各学校 研究会 その他 総計
1 メールとネットワーク　 10 2回(課業)
2 ワープロ（ワード） 　  39 3回=2+1

3 実務コース 表計算（エクセル）   28 3回=2+1
4 プレゼンテーション　 28 3回=2+1
5 （課業中＋夏季） 画像処理　　　　　　　 16 3回=2+1
6 ホームページ作成 12 2回(夏季)
7 74 2回(夏季)
8 管理職対象コース 76 3回
9 ホームページ管理コース 76 4回

10 情報教育担当者研修 228 3回
11 41 1回
12 511 34会場
13 78 8回
14 21

628 511 78 21 1238

事務研　研修会
「ゆうゆう」利用

計

内　　　　　　　　容

小、中学校教育用活用研修（夏季）

講演会
出前研修

【アクセス数】 1999年度： 84,250 2000年度：272,136  2001年度：821,485   2002年度：751,053  

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

2000年 27,066 8,636 9,349 10,356 12,763 18,777 14,403 19,918 18,674 22,178 26,028 21,397

2005年 68,491 61,846 57,139 52,857 57,359 59,832 60,352 57,084 78,393 85,184 73,911 55,807

2006年 74,056 72,823 85,076 54,318 83,074 62,707 58,994 54,952 68,633 73,305 57,942 45,267
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各年次：月別インターネットアクセス数
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2007年 62,286 57,570 56,440 63,276 75,048 67,652 68,948 61,445 99,399 84,701 69,537 52,335月
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【メール利用数】 2005年度：ｻｰﾊﾞ更改 2006年度：1,716,245  2007年度：1,763,230

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月
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 本研究所は横須賀市の教育研究及び調査の中心的

存在たるべく、主として学校教職員の活動を助ける

種々の事業を行っているが、「図書・資料関係」の

活動もその重要な一つである。 

 本年度は、急速に進行する教職員の世代交代に対

応した情報の提供を課題に、図書室・資料室の整備

・資料の収集を行ってきた。 

 具体的には、教育課程と学級経営への手かがりを

提供するため、資料のデータベース化を進めた。 

すでに利用できるものは、以下の通りである。 

  ①教育研究所・研究紀要データベース 

 ②図書管理システム・一般図書（教育関係） 

 ③図書管理システム・教育関係資料 

 ④図書管理システム・ビデオテープ 

 ⑤写真で見る横須賀教育史 

 ⑥資料用教科書目録 

 ⑦教具的民俗資料 

 本年度も市内の学校間での研究を考え、研究

紀要データベースについて、最新の内容から順

次ホームページ上で全文が閲覧できるように進

めている。 

 また、国立教育政策研究所のカリキュラムセンタ

ー化にともない提供されるホームページ上の資料を

配置するなどしている。 

 インターネット上に⑤～⑦のデータを公開してい

るため、教育図書・資料の利用者は、市内の教職員

にとどまらず、教育関係の大学院生や研究者及び、

ライフワークとして横須賀の教育に関心をもってお

られる方々と、多方面に広がっている。 

  

１ 図書 

 本年度の予算は、財政の見直しに伴って平成17

年度から半減し50万円である。この予算で、216

冊の図書を購入した。これで、本研究所の蔵書数

は24,784 冊となった。 

  本年度は、学級経営、英語活動、学校図書館、

及び教育課程に対応した内容、教育に関する現代

的な課題をテーマにしたものを中心に購入した。 

  近年新採用教員の数が増加し、経験年数の浅い

教員が増えてきている一方で、経験豊富な教員の

退職数が増えてきているため、学級指導を中心と

した分野を増やしている。さらに、教育委員会が

進める「学力向上」と「不登校対策」について理

論的支援をするために、この関連の研究図書の購

入を増やしている。 

 また、基本文献としては、昨年度に引き続き「総

合的な学習の実践事例と解説」「情報教育」を購

入し、配架した。 

 

２ 教育研究資料 

 市内各学校や各地の研究機関・大学・学校・出

版社等から寄贈された紀要及び研究発表資料等

は、資料室に保管されている。分類法としては、

横須賀市内の学校・研究会のものはそれぞれ専用

の書架に、他市・他機関のものは教育研究所連盟

が策定した分類方法を基本にして配架してある。 

 なお、平成20年３月14日現在の紀要及び教育

資料数は、21,377 点である。 

 

３ 雑誌・新聞等 

 本年度、閲覧提供した雑誌等は、次の通りであ

る。（１～16は定期購入したものである） 

１.初等教育資料 ２.中等教育資料 ３.文部時

報  ４.教育委員会月報 ５.指導と評価  ６.現

代教育科学 ７.学校経営  ８.月刊高校教育 

９.児童心理  10.総合教育技術 11.教育とコン

ピュータ  12.教育 13.教育評論 14.内外教育  

15.解放教育 16.切り抜き速報教育版  17.季刊

教育法・ＩＭＥＴＳ・季刊子ども学・学習情報研

究・モノグラフ小学生ナウ・モノグラフ中学生ナ

ウ・モノグラフ高校生・季刊子どもの権利条約・

政府刊行物 

 これらは図書室の雑誌専用書架に配架してあ

り、いつでも利用することができる。 

 なお、購入している新聞は、以下の３誌である。 

・日本教育新聞・神奈川新聞・解放の道 
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４ 図書・資料の閲覧と貸出 

 図書・資料室の利用方法は、次の通りである。 

 ①開館時間 平日９時30分～17時30分 

      （平成11年４月１日より） 

 ②室内での閲覧は自由 

 ③貸出は原則として１人３冊まで１ヵ月以内 

 ④禁帯出のものは、ラベルで表示 

 本年度の貸出実績は、以下の通りになっている。 

   （平成20年３月14日現在） 

 ・図書  511件  688点 

  ・資料  55件   101点 

 教育相談に関する図書、学級指導や児童生徒理解

に関する図書、そして司書教諭のあり方、小学校の英

語活動に関する文献の貸出が大変多かった。 

  

５ レファレンス・サービス 

 本研究所の図書室・資料室の保持している情報

・資料をより広く活用してもらうために、主とし

て電話による教育資料情報に関する問い合わせに

も応じている。問い合わせには、即時性を求めるも

のが多いので、優先的な対応を心がけた。 

 本年度の件数は180件（３月 10日現在） 

以下は、過去11年間の貸出・レファレンス実績 

 

 

 

 

図   書 

 

資   料 

 

ﾚﾌｧﾚﾝｽ

件   点 件  点    件 

平成 ９年 284  551 149  358  159  

    10年 312  656 160  254  162 

    11年 376  725 147  198  208 

    12年 311  649 131  166  179 

     13年 292 550 109 147  154 

     14年 470  670  78   96  150 

     15年 505  724  68   81  144 

     16年 515  688  88   91  168 

     17年 478  598  59  222  149 

     18年 498  643  58  121  238 

     19年 511  688  55  101  180 

 

６ 月報「図書・資料室」欄での情報提供 

 平成 14年度から月報の紙面が６面構成になり、

教育情報セクションとして第５面１頁を情報教

育理科教育、そして図書・資料で分担することに

なった。このため、図書資料に関する記事も制約

された。また、教育相談セクションと教育史資料

と研究員会の記事を交互に掲載することにした。

図書・資料に関するテーマは、以下の通りである。 

７月 ・紙芝居舞台とエプロンシアター資料の紹

介（図書指導への支援） 

８月  ・平成 19年度の研究員の紹介 

９月  ・「小学校と中学校の統合」（写真・資料

に見る横須賀の教育のあゆみ20） 

10 月 ・読書感想文審査について 

11月 ・読書感想画募集 

12月  ・読書感想画コンクール審査について 

      ・神奈川県教育研究所連盟・研究発表大会 

１月 ・読書感想画展の開催について 

２月 ・「読書感想文集」の活用 

３月 ・子ども読書の日 

    ・「戦後横須賀の障害児教育」（写真・資

料に見る横須賀の教育のあゆみ21） 

 

７ 教科書センター 

 本研究所図書室は「横須賀地区教科書センター」 

を兼ねている。本年度は中学校の採択の年にあた

り、平成 20 年度使用予定の中学校各教科用図書

の展示会及び横須賀市採択の小学校各教科の教

科用図書の展示を行った。また高等学校について

は、すべての学年の採択用図書を中心に展示会を

行った。（６月15日～６月 28日） 

 また、日常的な教科用図書閲覧や問い合わせに

も対応している。戦後の教科書の蔵書数は平成20

年３月 14日現在で、18,052 冊である。 

 

８ 資料用教科書 

 江戸・明治・大正・昭和（戦前期）の教科書を

研究資料として収集してきたが、現在、その数は、

2,672 冊である。資料用教科書を目的とした市民、

及び他市の研究者の問い合わせも増加している。 

 特に、資料用教科書については、インターネッ

ト上に公開しているため、研究者を中心に遠隔地

からの問い合わせや、電子メールでの問い合わせ

が増えている。本年度は 11 月に展示会を実施し

た。 
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９ 民俗資料 

 現在、教具として使用できる民俗資料を、115

点所蔵している。 

 総合的な学習の時間等の調べ学習の参考にす

るため、市内小・中学校の保護者・児童からの問

い合わせがあった。また、主なものについては、

３階ロビーに展示してある。 

 また、インターネット上に公開している「教具

的民俗資料」については研究機関・報道機関から

の利用の問い合わせもあった。 

 

10 研究所刊行物 

 本年度は、以下の刊行物を発行した。 

  教育研究所主催の各種研究会、校内研究会、各

研究会等で、積極的な活用が見られた。 

《定期刊行物》 

・研究所月報（510～521） 

・研究所所報69号 

・研究所要覧（平成19年度版） 

・横須賀市学校文集 小学校版 76号 

・横須賀市学校文集 中学校版  76 号 

・読書感想文集 第 51号 

・作詞作曲入選集 50号 

・小学校児童 中学校生徒 研究集録 46号 

・情報教育センター ユーザーズガイド 

・みどりの風（月報保護者版・年２回発行） 

《研究紀要等》 

・紀要 ３０１集【学びの系統性・図工美術】 

・紀要 ３０２集【学びの系統性・音楽】 

・紀要 ３０３集【学びの系統性・国語】 

・紀要 ３０４集【学びの系統性・社会】 

・紀要 ３０５集【総合的な学習の時間】 

・紀要 ３０６集【情報教育】 

・紀要 ３０７集【登校支援】 

 本年度は、「教育研究所『研究紀要』刊行の基

本要領」を定めて11年目である。教育研究所「研

究紀要」の刊行業務を円滑に遂行し、横須賀の学

校教育に貢献することを目的としている。 

 本年度刊行の研究紀要についても、教育研究所

のホームページ上に専用のコーナーを設け、全文

を掲載している。なお、研究紀要は平成 13 年度

刊行の研究紀要第266集から、ＣＤ－ＲＯＭでの

配布に切り替えた。（但し、269 集 理科指導に

おける安全指導は従来の形式で配布） 

 研究紀要を紙面で提供する効果よりも、デジタ

ルデータとして新しい活用方法を考える方法と

して発展させていきたい。 

 

11 教育史編さん 

 本市の教育の歩みを精細に、且つ正確に記録し

ていくことは、本研究所の重要な事業の一つであ

る。明治の「学制」から127年、横須賀市制施行

からは100年、本市の教育の歩みはさまざまな変

遷をたどってきたが、その歩んだ姿を明確な形で

整理・記録しておくことは先人の努力を知り、こ

れからの本市教育のあり方を考えていく上で欠

かすことのできない事業である。 

 これらのことを踏まえ、「横須賀市戦後教育史」

の刊行を近年中に予定している。 

 平成 12 年度から教育史専任の嘱託を配置し、

既存資料の整理、資料の調査・収集、及び構成・

項目の検討を開始した。 

 これらの動きを継続する中で、次年度以降は、

編さんの方向性について、委員会の中で討議・検

討し、具体的な編さん計画の立案にあたってゆく

必要がある。 

 

12 学校図書館関連 

 学校図書館研究会と協力して、読書感想文集の

発行、「読書感想画展」と「本を楽しもう展」の

開催を通して読書活動の推進にあたった。 

 この他、研究会主催の「ブックトーク」作成研

修において助言した。 

 情報提供の一環として、昨年度に引き続き、司

書教諭に対する研修を年２回開催した。この研修

は夏季を実技と考え、メディアを管理する仕事の

支援として、ネットワークの利用研修などＩＣＴ

機器の活用研修とした。また、２回目の研修は講

義として「読書感想画」の取組指導について研修

を実施した。 



- 31 -

理

科

教

育

事

業

文部科学省によるPISA2006の報告では、日本の

科学的リテラシーの全体の平均得点は上位グルー

プに位置しているといえる。しかし、理科の学習

環境についての質問で日本の生徒は、「対話を重

視した理科の授業」や「モデルの使用や応用を重

視した理科の授業」などの教授学習活動はあまり

活発に行われていないと認識し、科学に関連した

職業に就くための準備としての学校の有用性につ

いて、「私の学校の理科の授業では、多くの異な

る職業につくための基礎的な技能や知識を生徒に

教えている」などの質問項目に肯定的に回答した

割合は少ないとしている。このような現状をふま

え、今後はより理科教育の力量を高めるために教

員研修の充実が求められると考える。

教育研究所の理科教育事業では教員が学び、

探求する場、そして科学への関心を高める場と

して、研修講座を中心に、授業の支援や情報の

提供を行ってきた。

研修講座の内容としては、理科指導に当たっ

て必要な基礎的な技術を身につけるものの他に、

指導が難しい実験・観察を含む単元の内容、野

外での自然観察の際の留意事項や環境問題にか

かわる内容なども取り上げた。

さらに、科学の最新情報を提供し、関心を高

めることもこれからの理科教育で大事な要素と

なると考え、こうした内容の講座も盛り込んだ。

研修講座以外の事業としては、理科学習に必

要な教材生物の配布や斡旋、観察実験用具の貸

し出し、研究のための理科施設の開放、様々な

問合せ・相談に応ずることなども行ってきた。

なお、事業を進めるにあたり、学校教育課指導

主事や小学校理科研究会、中学校理科研究会、他

の研究機関と連絡をとりながら、内容の充実と活

動の円滑化を図ってきている。

１ 理科教育研修講座

平成19年度は下記の４コースを設定した。

ア．理科基礎技術講座

イ．小学校・中学校理科教材研究講座

ウ．科学教養講座

エ．夏季研修講座

(１)理科基礎技術講座

主に校務分掌における理科担当の先生方

と理科の授業を担当している先生方を対象

に、理科指導に当たって必要な基礎的な技

術を身につける内容として（表１）のよう

な９講座を実施した。

希望調査を参考に、理科を指導するにあ

たって身につけておきたい基礎的な内容を

中心に実施した。実験、観察基礎技術、自

然観察の際の基礎知識、地域資源の生かし

方等について研修した。

この９回のうち、フィールドワークによ

る研修が４回含まれる。

(２) 小学校・中学校理科教材研究講座

小学校・中学校の学習内容で、学習効果

を高めるための教材開発や学習展開の工夫

を研修するため（表２）のように３講座を

実施した。

第１回は上の台中学校の金澤和彦教諭と

北下浦中学校の加藤裕一郎教諭に講師をお

願いし、自作の模型教材とデジタルコンテ

ンツを活用した授業を紹介していただいた。

第２回、第３回は横浜国大の平島先生に講

師をお願いし、100円ショップなどで購入し

た身近な材料を使った自作の教材で物理実

験を行い、それぞれの現象について分かり

やすく説明をしていただいた。また、小学

校の授業実践も紹介していただいた。

(３) 科学教養講座

理科指導に当たる教員にとって役立つ

技術や最新情報を得るための講座として

（表３）のような５講座を実施した。

１回目は教材開発販売会社のスタッフに

よる様々な実験を学んだ。今回は安全かつ
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環境に配慮された実験器具や材料が多く紹

介され、それらを使って各自で簡易真空ポ

ンプを作製した。その原理を、つくりなが

ら理解することができた。第２、３回は国

際原子力技術協力センターより講師を派遣

していただき、第２回で放射線の基礎を学

び、簡易測定器で放射線計測の実習を行っ

た。第３回では放射線が利用されている身

近な製品を紹介していただき、それらに応

用されている原理の説明をしていただい

た。また、簡易霧箱を作成し身の回りの放

射線の存在を確認した。

(４) 夏季研修講座

夏季休業中行われる各教科の夏季研修と

連動する講座で、最新の科学や環境にかか

わる講座で（表４）のように２講座を実施

した。

第１回は海洋研究開発機構地球シミュレ

ータセンターの大淵済氏を招きスーパーコ

ンピュータについて、それによって解き明

かされる地球のさまざまなメカニズムにつ

いてお話をいただいた。

第２回は宇宙航空研究開発機構宇宙教育

推進室長広浜栄次郎氏に“宇宙開発”とい

う観点で日本のロケット開発の歴史から小

惑星探査機「はやぶさ」による小惑星イト

カワについて、地球観測衛星「だいち」が

行っているプロジェクト等を紹介していた

だいた。

２ 理科実験観察教材の斡旋・配布・維持管理

教材生物、実験素材などの育成・管理・保

存と必要に応じて配布、斡旋を行った。

種ジャガイモ、サツマイモ苗、カイコ卵、

カブトムシの幼虫やそのえさとなる木材チッ

プ、花壇・畑用の堆肥についてはほとんどの

小学校で要望があるが、総合的な学習の時間

や選択理科に関連してか、中学校での申込み

も増えつつある。

水中の微生物についてもほとんどの中学校

に配布することができた。県総合教育セン

ターから提供されたものが、研究所におい

て年間維持管理され、春以外の要求にも応え

る体制ができた。

メダカ、オオカナダモ等の希望も毎年あり、

理科教材園の整備が十分でない小学校、中学

校にとって研究所の果す役割は大きい。

３ 理科資料のデータベース化

教育情報センターのイントラネットサイト

に掲載中の「三浦半島海辺の生物ウォッチン

グ」、「校庭の植物」、同じインターネットサ

イト上にある「三浦半島の植物」・「久里浜の

気象」・「三浦半島の地層・地質」の配信と

データ蓄積、「植物歳時記」のデータ追加を

行った。

４ 小学校児童・中学校生徒研究集録の作成

各校で選ばれた子どもの研究の代表作品１

点ずつを研究集録としてCDにまとめ、１月に

発行した。この研究集録には小学校40点、中

学校７点が掲載され、主に夏季休業中の自由

研究が多いが、総合的な学習の時間、選択教

科で取り組まれたものも増えてきている。

５ 授業支援

理科の授業を展開していく上で必要な資

料・情報の提供として、理科や総合的な学

習の時間、選択理科、薬品処理などの様々

な問合せや相談に応じると共に、これまで

に蓄積されている理科関係資料の提供、理

科施設や器具の貸出し等を行った。

また、今年度新たに、天体望遠鏡、双眼

鏡、デジタル一眼レフカメラなど備品の購

入も行い、貸出しや研修に使える体制をと

っている。

電話やファックス、訪問による相談・問

合せは今年度50件あった。

理科実験室の施設や機器等の利用につい

ては、各学校の要望にできる限り応じ、今

年度は液体ガス容器、天体望遠鏡、レーザ

ーポインター、電気パンキットなどの貸出

しがあった。
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６ 理科教育事業への協力

理科教育研修やその他の事業について、市小学

校理科研究会、市中学校理科研究会をはじめ、多

くの方々との連携・協力を行った。ご協力いただ

いた主な方々は下記のとおりである。

小学校理科研究会長 芹澤 久和（浦郷小）

副会長 小田部忠仁（山崎小）

中学校理科研究会長 森尾 吉治（池上中）

副会長 冨樫金二郎（武山中）

副会長 山下 実 （大楠中）

ＨＰ「植物歳時記」作成 八田羽榮一

（敬称略）

（表１） 理科基礎技術講座 （９回 ７３名）

月 日 講 座 名 指 導 者 場 所 参加

５．２３ 自然観察会～観音崎の植物～ 八田羽 榮一 （植物研究家） 観音崎公園 ５

６．２２ 観察・実験基礎技術⑨ 白井 宏一 （教育研究所） 理科実験室 ３

６．２９ 観察・実験基礎技術⑩ 小山 要治 （不入斗中学校） 理科実験室 ５

７．３０ 自然観察会～海の生き物～ 朝倉 彰 走水小学校 １３

（千葉県立中央博物館）

７．３１ 観察・実験基礎技術⑪ 白井 宏一 （教育研究所） 理科実験室 １３

８． ７ 観察・実験基礎技術⑫ 横地 拓男 （武山中学校） 武山中学校 １０

１１．１７ 身近な自然の教材化Ⅲ 高橋 良寿（五感教育研究所） 大楠山 ６

１２．１４ 観察・実験基礎技術⑬ 白井 宏一 （教育研究所） 理科実験室 ７

１０．２６ 自然観察会～冬の野鳥～ 泉 和幸 （日本野鳥の会） 長井 １１

（表２） 小学校・中学校理科教材研究講座 （３回 ３６名）

月 日 講 座 名 ・ 学 年 指 導 者 場 所 参加

８． １ 模型とデジタル教材の融合 金澤 和彦 （上の台中学校） 理科実験室 ７

加藤裕一郎 （北下浦中学校）

８．１０ 楽しい物理実験Ⅰ 平島由美子 （横浜国立大学） 理科実験室 １６

８. ２１ 楽しい物理実験Ⅱ 平島由美子 （横浜国立大学） 理科実験室 １３

（表３） 科学教養講座 （３回 ８４名）

月 日 講 座 名 指 導 者 場 所 参加

７．２３ おもしろ実験ゼミナール 中村理科工業スタッフ 理科実験室 ３８

８． ９ 放射線を測ってみよう 国際原子力技術協力センター 理科実験室 １７

８． ９ 放射線の利用 国際原子力技術協力センター 理科実験室 １５

８．２３ サイエンスハイスクール・化学 総合高校教諭 総合高校 ７

８．２３ サイエンスハイスクール・物理 総合高校教諭 総合高校 ７

（表４） 夏季研修講座 （２回 １５３名）

月 日 講 座 名 指 導 者 場 所 参加

７．２４ シミュレーションで探る地球の 大淵 済（海洋研究開発機構） 第１研修室 ９４

なぞ

８． ８ 宇宙開発最新事情 広浜栄次郎 第１研修室 ５９

（日本宇宙研究開発機構）



 

平成19年度/教育研究所「月 報」 

教育基本法の改正、学校教育法の改正があり、今、教育界は様々な面から注目されています。そのような中、これからの教育課

題を見据え、学校での実践の紹介や各セクションから様々な教育に関する情報を伝える努力をしてきました。 

  ぺージ別内容   １．巻頭言    ２．寄稿面   ３．研修セクション  ４．教育相談セクション/横須賀教育史/研究委員会

   

 ５．教育情報セクション   ６．不登校を考える/こくばん 

 

  

 

 ◎主な頁のテーマと執筆者名（敬称略）                                                                                           

  ４月  

 

１．４月の挨拶(前所長:渡辺 浩) ２～４．平成19年度 横須賀市教育研究所研修計画一覧 ５．平成18年度の相談統計まとめと特徴(

指導主事：井上泉) ６．不登校の子ども達とともに明日を見つめて(汐入小学校相談学級 田中安子) こくばん「新たな出会いを」 

 

  ５月 

１．今年度の教育研究所基本方針・重点目標(所長 阿部優子) ２．２年目の教員として「楽しい授業づくりのために」(諏訪小：小杉実

花)・「初年度をふり返って」(大楠中：柴崎大輔) ３．今年度の教育情報セクション、「授業サポート」を効果的に、「理科」「情報」

の研修の申込 ４・５．～新年度の研修が始まりました～、５・６月の研修講座案内 ６．平成18年度 学校教育賞(主査・指導主事：木

屋哲人) こくばん「名人教師からシステムの構築へ」 

 

  ６月 

 

１．子どもたちを育てる教師のかがみ(所長 阿部優子） ２．学習意欲を育てる「始めの一歩から始まる学習意欲(望洋小：澤口 琢)・

「インターネットを使った調べ学習から」(武山中：萩原美鈴) ３．初任者研修拠点校指導教員とは、７月の研修講座案内 ４．個人端末

の使用に当たって～ウィルス対策ソフトを導入の上、必ずパターンファイルの更新を～、電子メールの利用、連続コラム〈ＩＣＴの活用に

向けて〉～平成19年度機器整備予定 ５．平成19年度 横須賀市学校教育賞の募集について〈主査・指導主事：木屋哲人〉 ６．横須賀市

不登校対策・Ａ値の活用について（教育相談室・指導主事：井上 泉）  

 

  ７月 

 

１．20秒間の出来事〈主査・指導主事：木屋哲人〉 ２．居場所づくり・学級の信頼関係「事実の背景や子どもの心情を」（大楠小：長谷

川真子）・「子どもたちの心のよりどころとしての学校」（大矢部中：岩久玲子） ３．平成19年度 夏季研修講座一覧 ４．８月研修講

座案内 ５．第４回スクールデジタルコンテスト、児童・生徒研究集録、紙芝居舞台とエプロンシアター、連続コラム〈ＩＣＴの活用に向

けて〉～機器更新に伴うデータ移動～ 

６．平成18年度 本市の不登校児童生徒の状況 こくばん「忙中の閑」 
 

  ８月 

 

１．子どもたちの視点で参観する授業 ２．教育と研修『「豊かな心」を育むために～資質・能力の向上を目指して～』（長井小：林 聖

美）・「自信を生み出す自己研修を」（神明中：橘 広基） ３．研修の機会を生かして、９月の研修講座 ４．桑調査結果、８月の天体

観察、連続コラム〈ＩＣＴ活用に向けて〉～機器変更に伴う研修） ５．平成19年度の「研究員」紹介 ６．「ようこそ ゆうゆうへ」～

適応指導教室 スペースゆうゆう～（適応指導教室「スペースゆうゆう」指導員：草川典子） 
 

  ９月 

１．就任のごあいさつ（教育長：永妻和子） ２．規範意識・基本的生活習慣「私の学級経営のふり返りから」(久里浜小：小川一郎)「学

級経営の考察」(北下浦中：高野 哲) ３．10月の研修講座 ４．夏季情報教育研修を終えて、司書教諭研修会、連続コラム〈ＩＣＴの活

用に向けて〉～機器変更に向けて～ ５．写真・資料に見る横須賀の教育のあゆみ20「小・中学校の統合」（教育史・図書資料担当：角井

明） ６．ねぎらう（公郷中：川端久詩） こくばん「研修を生かす」 

 

 

  １０月 

１．「わかった！」の笑顔(指導主事：白井宏一) ２．特別支援教育「コーディネーターの視点から」(走水小：相田真弓)・「学級経営の

考察」(衣笠中：北村耕一) ３．～夏季研修を終えて～、11月の研修講座案内 ４．第4回スクールデジタルコンテスト募集期間近づく!、読

書感想文審査会、児童・生徒研究集録、10月の星空(木星を見よう)、連続コラム〈ＩＣＴの活用に向けて〉～スクール携帯ネット～５

．教員研修を考える～１～ （指導主事：新田将之） ６．『相談室より』（浦賀中訪問相談員：新田伸美） こくばん「語り継ぐ」 

 

 

  １１月 

１．先輩からの『バトン』（指導主事：北原正子） ２．社会への目・体験活動「生きる力を身につけて社会へ」（岩戸中：増田由里）・

「体験を通して学べること」（鷹取中：嘉山俊一） ３．教員に求められるコミュニケーション力、12月の研修講座 ４．災害時における

対応、読書感想画コンクール、携帯電話も個人情報が入っています、しし座流星群、理科教材展示、連続コラム〈ＩＣＴ活用に向けて〉～

個人情報の管理～ ５．教育相談の仕事に携わって（教育相談室・学校学級経営相談員：山本 博） ６．適応指導教室での実践から（適

応指導教室教諭：山崎健司）、不登校生とのための進路情報説明会・相談会を終えて（教育相談室：井上 泉） 

 

 

  １２月 

１．「汝なんのためにそこにありや」（指導主事：市川敦義） ２．学校・教師の評価「日々の見取りと細やかな助言から」（沢山小：黒

澤妙子）・「人事評価と学校の活性化」（大津中：渡辺 正） ３．取り組んでみよう、授業改善、１月の研修講座案内 ４．スクールデ

ジタルコンテストに131点の応募、12月の理科研修講座、読書感想画展、連続コラム〈ＩＣＴの活用に向けて〉～スクール携帯ネットと学

校ホームページの更新～ ５．神奈川県教育研究所連盟研究発表大会 ６．～本市の不登校児童生徒の状況…中間報告～（教育相談室：井

上 泉） 

 

 

  １月 

１．学習指導要領の改訂に向けて（所長：阿部優子） ２．高校教育の現状と課題「考えさせる進路指導」（横須賀総合高：酒井秀夫）「

生徒と歩む学校づくり」（横須賀総合高：大古 聡） ３．第4回デジタルコンテスト審査結果、小学校児童・中学校生徒研究集録、読書

感想画展 ４．長期研修員の取組、2月の研修講座案内 ５．教員研修を考える～２～（指導主事：市川敦義） ６．不登校生との学校復

帰を目指して（大矢部中：鈴木 明） 

 

   

  ２月 

１．情報化社会の中で 変りゆくものと変らないもの（指導主事：米持正伸） ２．学級づくりについての考察『「言葉」の奥にあるもの

』（森崎小：斎藤史成）『「ねぎらいと共感」、ピンチをチャンスに』（池上中：和知麻実） ３．「授業改善」報告その２ ４．読書へ

の啓発〈読書感想文集の活用を〉、土星の観察の好機〈天体望遠鏡 貸し出します〉、種ジャガイモ・サツマイモの苗・カイコ卵の斡旋を

します、連続コラム〈ＩＣＴの活用に向けて〉～情報モラル指導の考え方～ ５．教育相談室で聞いた子どもたちの声（教育相談室・面接

相談担当 飯田 進） ６．「不登校対策の基本」（久里浜中相談学級教諭：井上達雄） こくばん 全国学力・学習状況調査 
 

 

  ３月 

１．「授業の持つ力」（指導主事：新田将之） ２．より充実した教育相談体制へ（所長：阿部優子） ３．～今年度の研修を終えて～ 

次年度の研修を考える（指導主事：北原正子） ４．「読書感想文集第51号」の活用、４月23日は「子ども読書の日」、教育情報センター

のコンテンツ、連続コラム〈ＩＣＴの活用に向けて〉～手軽なＩＴＣ活用・デジタルカメラで実物投影～ ５．写真・資料に見る横須賀の

教育のあゆみ21「戦後横須賀の障害児教育」（教育史・図書資料担当：角井 明） ６．～どの子も学校へつながる道を歩めるように～（

汐入小学校相談学級担任：田中安子） こくばん「卒業式」 
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子どもの健康の様子を分析、把握し、学校

全体の健康教育の中心となって取り組んでい

る。また、創意工夫のある保健指導教材・教

具は、各学校の指導においても十分に活用で

きるものである。 

学校教育賞 

□学校教育賞の目的 

本市の学校教育賞の制度は、昭和 24 年度か

ら実施されている。学校教育の発展振興をは

かるために設けられたもので、今年度で 58

回目を迎えた。平成 16 年度より奨励賞を新設

するとともに、教員部門（Ａ部門）とその他

の部門（Ｂ部門）を分けて審査するよう、内

規及び募集要項を改訂した。 

 

○「小学校における英語活動の研究 

聞いて話して Let's Enjoy English」 

鴨居小学校 教諭 稲永 純子 

 
校内の英語活動をコーディネートし、教材の

開発や学習環境の整備などに取り組んでいる。 

平成 19 年度は、Ａ部門７点、Ｂ部門１点の

計８点の作品応募があり、以下の各作品が受

賞した。 また、英語活動をコミュニケーション能力

の育成としてとらえ、さまざまな授業や授業

外の活動を積極的に活用している。子どもが

無理なく楽しみながら英語に触れている様子

が見える。 

 

（Ａ部門） 

□学校教育賞 

○「小学校における学校図書館教育のこれから 

 ～司書教諭としての実践を通して～」 

□奨励賞 鴨居小学校 総括教諭  臼井 淑子 

○「学校経営の充実をめざした実践研究」  

汐入小学校 校長 上村 公 現状の学校図書館のあり方と、あるべき姿

を様々な参考文献から考察した。さらに、そ

の結果を、学校図書館との関連が深い教科の

指導について実践していること、司書教諭と

しての方向を示したものである。 

 
小規模校のメリットを生かした学校経営、

実践の様子が、具体的でとらえやすく、且つ

理解しやすい。学校経営のあり方を具体的に

示したこの研究は、貴重なものと言える。  

 ○「一人一人の夢と向き合うキャリア教育 

 ～ガイダンスとカウンセリング連携の

視点から～」 （Ｂ部門） 

□努力賞 横須賀総合高等学校 教諭 永田 美恵子 

○「心豊かな食教育をめざして」  

諏訪小学校 学校栄養職員 内島 聡子 キャリアカウンセラーとして、多くの生徒

の進路支援を行った実績に基づいた内容であ

り、調査や事例の考察が十分なされている。

また、キャリア教育の概念の理解やその論理

立ての裏づけがしっかりしている。 

給食調理員 飯澤ツネ子 

臼井 優子 

平井 光代 
 

「自ら進んで、健康・体力つくりに取り組む

子どもの育成」という校内研究にかかわり実践

されたものである。年間学校給食指導計画を作

成し学校運営に関連させた食教育に取り組ん

でいる。「きゅうしょくタイムス」「はなまる

カード」等、創意ある指導を行っている。 

 

□努力賞 

○「基本的生活習慣を身につける取り組み 

～はやね・はやおき・朝ごはん～」 

光洋小学校 養護教諭 森下 恵 
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  《教育相談セクション》 ４ Ｅメール相談 
  平成13年度からＥメール相談を開始した。今年度

も中学生、高校生を中心に子ども本人から携帯電話

を使ってのメール相談が寄せられた。いつでも相談

できる気軽さがある反面、メールのみの送受信で根

本的な問題解決をすることが難しいという側面も

ある。 

 
 
 
概 要 
 教育相談セクションでは、学校のこと、家庭のこと、

地域のこと、子ども本人のことなどの悩みや心配ごとを

持つ保護者や教職員、子どもや青少年、一般市民からの

相談に応じている。 

５ 訪問相談 
 訪問相談員を学校に配置して５年目になった。不

登校児童・生徒の家庭を訪問して相談を行う傍ら、

校内の相談室(ハートフルスペース)で不登校生徒

への学習支援や相談活動を行った。不登校生徒を校

内で常時支援できる場所ができたことの意義は大

きく、実績もあがっている。人員も５名増員し、今

年度は15中学校に配置した。 

 受理相談件数の過半数が不登校に関する相談である

が、近年、発達障害と考えられる児童生徒に関する相談

も増加傾向にある。相談形態としては、来所面接相談、

電話相談、学校学級経営相談、Ｅメール相談、訪問相談

がある。 
１ 面接相談 ６ スーパーバイザーとのケース会議 

 指導主事１名、教育相談コーディネーター１名、

教育相談員３名が、来所面接相談を行っている。

コーディネーターは受理面接を行い、相談者のニー

ズや相談内容に応じて教育相談員に引き継ぎ、継続

相談を行っている。 

 毎月１回、本研究所嘱託医である鈴木健二Dr.(鈴

木メンタルクリニック)、大滝紀宏Dr.(湘南病院)を

招き(隔月交代)、教育相談セクション相談員と相談

学級担任、適応指導教室担任が参加して行った。事

例をもとに、対応の難しいケースに対する助言をい

ただきながら研修をした。  不登校に関する相談と学習障害・多動等、発達障

害関連の相談が多く、長期にわたり継続相談を行う

ケースもあった。 
７ 適応指導教室の運営 

 平成17年度、旧坂本小の空教室を利用し「スペー

スゆうゆう坂本」を開設し、現在、小学校児童向け、

中学校生徒向けの２教室を運営している。個々の児

童生徒へきめ細かな学習支援や様々な体験活動を

行い、学校復帰への意欲を高める効果的な支援のあ

り方について実践を積み重ねている。 

２ 電話相談 
 青少年相談センターとの共同事業として名称を

「ヤングテレホン横須賀」に変更してから６年が経

過した。昨年度２月より土曜･日曜･祝日の相談にも

対応するよう（年末年始を除く毎日相談が可能）相

談体制を拡充し、それに伴い相談員も１名を増員し、

計３名とした。子どもだけでなく、大人からの相談

にも幅広く応じている。電話相談の受理件数自体は

年々減少の傾向にある。 

８ 障害児教育に関するもの 
 知的障害児、相談学級、ことばの教室、肢体不自

由児等の各専門委員会に指導主事が委員として参

加した。   
３ 学校・学級経営相談 ９ カーネーションの会 

 学校・学級経営相談員として、学校管理職経験者

１名が相談にあたっており、今年で14年が経過した。

学校の管理職や教師からの相談の他、一般市民から

の教育に関する相談や進路に関しての相談等、幅広

い相談活動を行っている。 

 不登校の子どもをもつ保護者の共感的な学習会

である。発足して21年目になった。年間６回開催し

延べ12人の保護者が参加した。 
10 長欠調査 

 不登校、病気、家庭事情等で月に７日以上、年間

で30日以上、欠席のある児童生徒の統計調査を行っ

ている。集計等の事務は主に電話相談員が担当して

いる。 

 必要に応じて学校訪問を行ったり、ブロック別児

童生徒指導連絡会に出席したりしながら、情報の収

集も行った。  
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面 接 相 談 事 業  

平成19年度 面接相談件数  
 幼児 小１ 小２ 小３ 小４ 小５ 小６ 中１ 中２ 中３ 高他 合計

学業・知能  
2 

 
 

3 

1 
    

3 

1 

2 

1 
 

10 

3 

非社会  
1 

1 

2 

1 

5 

2 

2 

1 

5 

1 

4 

3 

20 

7 

21 

12 

18 

5 

5 

2 

83 

35 

反社会         
1 

1 

1 

 
 

2 

1 

進路・適性 
 

 
           

身体・神経  
1 

 

3 

1 

4 

1 

2 

 

2 

1 

6 

3 

1 

1 

1 

 

1 

 
 

21 

7 

学習障害・多動  
1 

 

6 

1 

2 

 

5 

 

3 

 

2 

 

2 

 
   

21 

1 

家庭教育    
2 

2 

1 

1 
      

3 

3 

交友関係      
1 

 
     

1 

 

ＷＩＳＣ－Ⅲ  
3 

1 

1 

1 

3 

1 

5 

 

2 

 

5 

1 

9 

2 

5 

1 

1 

1 
 

34 

8 

合計  
8 

2 

12 

4 

19 

7 

15 

2 

13 

2 

17 

7 

32 

10 

31 

15 

23 

7 

5 

2 

175

58 

                            （単位は人，下段は内数で女子の数） 

 

 今年度の面接相談は受理件数が175件、相談回数が

1,098回であった。これは昨年度の183件、1,332回と

比較していずれも減少している。近年、教育相談室で

の面接相談件数･回数は減少傾向にある。これは学校

内にスクールカウンセラー、訪問相談員、ふれあい相

談員等が配置されたことによる校内相談体制・相談機

能の充実と多様化が、要因の１つと考えられる。 

 不登校の相談が多いのは例年同様であるが、近年、

ＬＤ、ＡＤＨＤ、アスペルガー症候群等、発達に何ら

かの課題があると考えられる子どもに関する相談が

増加傾向にある。学習障害・多動と身体・神経を合計

すると42件(24％)となり、受理相談件数の４分の１は

発達障害と考えられる子どもの相談ということにな

る。そして、そのほとんどは小学生についての相談に

なっている。  教育相談セクションでは、平成17年度より教育相談

コーディネーター（臨床心理士）を採用し、受理面接

(インテーク)から継続相談への流れや訪問相談員へ

の連絡がスムーズになり、より迅速に相談ニーズに応

えられるようになった。また、受理相談窓口の一本化

により、学校との連携も行いやすくなった。 

 ＷＩＳＣ知能検査の件数が34件あったことの背景

には、発達障害が考えられる子どもの支援を決める手

がかりとしてアセスメントが重要視されている点が

ある。スクールカウンセラー等との校内ケース会議を

経て、学校から直接検査を依頼されるケースも少なく

ない。客観的な資料をもとに個別の教育支援を行うと

いう考え方が、学校に定着してきたことは評価できる。

本格的に「特別支援教育」が始まり、教育相談室にも、

学校同様、一人一人の教育的ニーズに対応した支援が

求められている。 

 今年度の面接相談件数を内容別に見ると、非社会性

（不登校）の相談が83件と全体の約半数(47.4％)を占

め、最も多かった。以下、ＷＩＳＣ知能検査34件(19.

4％)、身体・神経21件(12%)、学習障害・多動21件(1

2％)、学業・知能10件(5.7%)、家庭教育３件(1.7％)、

反社会性２件(1.1％)、 交友関係１件(0.6％)と続き、

進路・適性については０件であった。 
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平成19年度 面接相談回数 

 幼児 小１ 小２ 小３ 小４ 小５ 小６ 中１ 中２ 中３ 高他 合計

学業・知能  
3 

 
 

34 

16 
    

48 

34 

11 

2 
 

96 

52 

非社会  
6 

1 

3 

2 

66 

39 

23 

22 

26 

6 

43 

17 

82 

24 

203 

164 

123 

33 

18 

4 

593

312

反社会         
1 

1 

1 

 
 

2 

1 

進路・適性 
 

 
           

身体・神経 
2 

 

1 

 

29 

1 

47 

17 

16 

 

28 

1 

45 

37 

26 

1 

1 

 

7 

 
 

202

57 

学習障害・多動  
14 

 

48 

1 

33 

 

35 

 

18 

 

13 

 

3 

 
   

164

1 

家庭教育    
5 

5 

1 

1 
      

6 

6 

交友関係      
1 

 
      

ＷＩＳＣ－Ⅲ  
3 

1 

1 

1 

3 

1 

5 

 

2 

 

5 

1 

9 

2 

5 

1 

1 

1 
 

34 

8 

合計 
2 

 

27 

2 

81 

5 

188

78 

80 

23 

75 

7 

106

55 

120

27 

258 

200 

143 

36 

18 

4 

1098

437

                            （単位は人，下段は内数で女子の数） 

 

 不登校の問題に関しては、横須賀市の最重要課

題の一つとして全市をあげて取組んでいる。しか

し、昨年度は小学校、中学校ともに過去最高の出

現率となった。不登校統計からは、中学校におい

ては「毎月の欠席は７日以上にはならなかったも

のの、年間の欠席数を合計すると30日を越えた生

徒」が多く、早期対応が効果的な不登校初期群が

多数を占めていると考えられる。また、小学校に

おいては30日以上欠席の長欠児童数には変化がな

いことから、不登校と分類された児童数が増えた

ことになる。いずれにしても、個々の状況に応じ

た丁寧な支援が求められている。 

 今年度の教育相談回数は1,098回である。回数全

体では昨年度との比較で約230回減少しているが、

非社会（不登校）と発達障害と考えられる相談に

ついては、相談回数がたいへん多く、問題解決ま

でに多くの時間を要し長期的な支援が求められて

いることがわかる。 

 ＬＤと考えられる子どもには、個別での学習支

援を、対人能力に困難な面がある子どもにはコミ

ュニケーションスキルの向上や情緒の安定をねら

ったプレイセラピーを行っている。効果的な支援

には人的な配置、時間と場所の確保が必須である。 
  相談回数を内容別に見ると、非社会（不登校）が

593回(54.0％)と過半数を占める。これを中学生だ

けで見ると相談の約８割は非社会となり、不登校

出現率の高さからも、不登校が解決すべき喫緊の

教育課題であることは間違いない。以下、身体・

神経202回(18.4％)、学習障害・多動164回(14.9％)、

学業・知能96回（8.7％）の順となる。しかし、こ

の統計数値はあくまで主訴についての分類である。

発達の課題がきっかけとなって不登校となってい

るケースや、ＬＤとアスペルガー症候群の重複が

考えられるケース等、相談内容も多様化・複合化・

複雑化している実態がある。 
  年間の相談を通して、「いじめ」を含む相談は、

15件あった。また、学校教育に関する苦情を含む

相談は学校学級経営相談とは別に１件あった。相

談者の理解を得た上で学校と連携し、不満の解消

に努力した。どのような相談内容にしても、教育

相談セクションと学校とが連携して子どもや保護

者を支援していくことが大切である。 
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 電話相談事業 

＜表1＞     平成19年度  電話相談項目別件数    ※下段は内数で女子の件数 

項目 幼児 
小学生 中学生 高校 

合計 割合
1年 2年 3年 4年 5年 6年 小計 1年 2年 3年 小計 その他 

1 学業知能 
  1 1   5 1 3 11 5 6 2 13 3 27 11%

        2 1 3 6 4 2 2 8 1 15   

2 非社会性 
      1   1   2 2 6 1 9 18 29 12%

      1       1   3   3   4   

3 反社会性 
      1 1   6 8 1 1   2 3 13 5%

      1       1   1   1 2 4   

4 進路適正 
              0     5 5 4 9 4%

              0     2 2 1 3   

5 身体神経 
    1     2 1 4 1 2 2 5 47 56 23%

          1 1 2 1 1   2 21 25   

6 家庭教育 
1 1     1 2 1 5 1 2 3 6 13 25 10%

1         1   1     1 1 10 13   

7 交友関係 
1 3 2 4 4 2 4 19 3 3 5 11 20 51 21%

1   1 2 2 1 3 9 2 3 2 7 14 31   

8 その他 
1     1   1 1 3 5 3 1 9 18 31 13%

1     1     1 2 4 1 1 6 6 15   

合計 
3 5 4 7 11 9 16 52 18 23 19 60 126 241 100%

3 0 1 5 4 4 8 22 11 11 8 30 55 110   

 

電話相談事業は、研究所時代から通算して 22

年が経過した。 
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６年前に青少年相談センターの「ヤングテレホ

ン横須賀」と一本化して共同事業となったが、来

年度からはさらに、子ども育成部の「子育てホッ

トライン」と一本化し、新設の「はぐくみかん」

に移管されて、教育研究所の手を離れることにな

る。名称は「ヤングテレホン横須賀・子育てホッ

トライン」。相談対象を乳幼児から青少年まで広げ、

相談時間は 365 日・24 時間対応となる。 
さて、本年度の電話相談事業は、相談時間を大

幅に延長し、土日祝祭日と昼休みも開設した。 
しかし、相談件数総数は減少した。特に「幼・

小・中学生」に関する相談が減少し、代わりに「高

校生その他」が増加した。 
「幼・小・中学生」に関する相談件数が減少し

た原因の第一は、小中学校の校内相談体制が充実

してきたことにあると考えられる。 
小学校全校には「ふれあい相談員」・中学校全

校には「スクールカウンセラー」が配置されてい

るが、本年度は不登校生徒を対象とした「訪問相

談員」が中学校 15 校に配置された（5 名の増員）。 
専門の相談員等の配置が充実してきたことに

伴って、各学校では「支援教育担当教諭」（全校）

や「登校支援担当教諭」（中学校）がコーディネー

ターとなって、校内相談体制を充実させている。 
その結果、各学校での相談が増加しているもの

と思われるし、相談内容（いじめ・不登校・学力・

集団生活上の問題等）を解決するために、各学校

が組織的に取り組む動きも増えている。 
一方、携帯電話の普及によって、メールでの相

談は増加した。各機関がそれぞれ専門別に相談を

分化、充実してきたことで、相談が分散化したこ

とも一因と考えられる。 
さて、今年度も研究所月報の保護者版「みどり

の風」や「ヤングテレホン横須賀」の広報カード

を配布し、「広報よこすか」への掲載、駅や公民館

等へのポスター掲示等を行って広報に努めた。 
受理合計数は 467 件(いたずら 26、無答 165、

間違い 35)。実相談件数は 241 件（昨年度 314 件、

73 件の減）であった。 男女比は 131：110 ほぼ同

数であった。 



  
＜表１＞は実相談 241 件を相談対象者の学年別、

項目別に表したものである。 

体神経」が増加した。しかし、「幼･小･中学生」に

限定すると、例年のように「交友関係」「学業知 
能」に関する項目が多い。 「幼・小・中学生」に関する相談が全体に締め

る割合は、昨年度の約 70％（222 件）から本年度

は約 48％（115 件）へと減少し、「高校その他」は

昨年度の約 29％（92 件）から本年度は約 52％（126

件）へと増加した。 

「幼･小･中学生」の場合、「交友関係」の内容

は、直接的ないじめは少ないが、友達ができない、 
仲間に入れてもらえない、嫌味を言われるなど、

集団とのかかわり方の相談が多かった。これは、

非社会性(不登校)ともつながってくる。「学業知

能」では、学習内容に関するもの、次いで学校体

制や教師への不満・不信であった。  

「高校生その他」の相談件数の増加に伴って 

＜表２＞のように相談項目別割合が変化して「身 
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　幼・小・中学生に関する相談の内容

その他
11%

交友関係
27%

家庭教育
10% 身体神経

8%
進路適性

4%

反社会性
9%

学業知能
21%

非社会性
10%

 

＜表 3＞       平成 19 年度電話相談 相談者別内訳（件数）  
相

談

者 

幼 

小学生 中学生 

高 父 母
祖父母 

叔母等  

教

師 

その他  

成人 計 １ ２ ３ ４ ５ ６ １ ２ ３

件

数 
0 0 0 3 2 0 2 4 1 2 27 10 103 12 3 72 241

＜表 2＞ 全 体 幼･小･中学生 

 18 年度 19 年度 18 年度 19 年度

学業知能 15% 11% 17% 21%   

非社会性 9% 12% 9% 10%

反社会性 1% 5% 1% 9%

進路適正 8% 4% 4% 4%

身体神経 11% 23%  8% 8%

家庭教育 19% 10% 19%  10%

交友関係 18% 21% 23% 27%    

その他 19% 13% 20% 11%

 
＜表 3＞ は相談者別内訳である。例年通り、

母親からの相談が多いが、祖父母や叔父叔母から

の相談もあった。様々な理由から一部の母親が家

庭不在で、祖父母や叔父叔母が子育てに関わるこ

とが多くなってきたことも一つの要因と考えられ

る。 
 前述したように、「高校生とその他の成人」から

の相談は多く、母親に次ぐ数であった。内容は相

談者本人に関することで、「身体神経」（性や、心

身症等）、「交友関係」（職場や友人との人間関係）、

「進路適正」（高校中退・進路変更・職業選択）等

であった。高校生活や社会生活にうまく適応でき

ず心身の問題を抱えている等、自立の難しさに直

面しての相談であった。また、年間を通して数人

の同一相談者からの電話も多く、悩みの深刻さ、

自立の難しさを痛感した。これらの相談は、小・

中学生の時期に各問題にきちんと対応することが

いかに大切かを示しているように思われた。 
電話相談は「手軽に直接心情を吐露し、問題

解決への糸口をつかむ場所」という役割を担って

いる。今年度も、匿名、即時対応、秘密保持の原

則を尊重して相談を実施してきた。相談内容によ

り面談を希望する場合は、相談室や青少年相談セ

ンターと連携して面接相談を勧めていった。内容

は非社会性（不登校）がほとんどであった。 
「はぐくみかん」に移管された後も「傾聴する

こと」を大切にし、相談者と共に考えて、問題解

決への一助となるように努めていきたい。 



Ｅメール相談  

平成 19 年度     相 談 件 数 

 学業  
知能  

非  
社会性  

反  
社会性  

進路  
適性  

身体  
神経  

家庭  
事情  

交友  
関係  

その他  合計  

４ 3 2       5  1    2  11 2 

５ 1        4 2     1  6 2 

６   1      1 1   1 1 3 3 6 5 

７ 5 3 4    1      6 5   16 8 

８ 1 1 3    2 1         5 1 

９                   

10 2 2 3    1 1         6 3 

11 3 2 3              6 2 

12 1  2              3  

１   3              3  

２   2              2  

３           1      1  

計 15 9 21    4 2 10 3 2  7 6 6 3 65 23

（点線の右側は女子、または性別不明の回数）  
 子ども専用の携帯電話やパソコンを所有する中

学生や高校生が増え、Ｅメールが日常的な通信手

段となっている。こうした時代の流れを受けて平

成 12 年度より「Ｅメール相談」を開設した。相談

の形態としてはすっかり定着したが、相談件数は

年度によって変動が大きく、Ｅメール相談実績だ

けから現代の子どもたちが抱える悩みの全体的傾

向を読み取ることは難しい。 

 今年度の受理相談件数は 65 件であった。これは

昨年度の 117 件と比較すると大幅な減少となるが、

一昨年度の 62 件とほぼ同数ということになる。 

相談件数を月別に見てみると、７月の 16 件が最

多であった。今年も、相談の啓発カードを市内小・

中・高等学校に夏休み前に配布(青少年相談セン

ター事業)したが、その効果と考えられる（毎年、

同様の傾向が見られる）。 

相談は子どもから直接のものが多く、58 件であ

った。これは全体の約９割を占め、相談対象がほ

とんど子ども本人であることが分かる。これは電

話相談と異なり(電話相談はおとなからの相談件

数が多数を占める)、メール相談の大きな特徴の１

つといえる。相談は圧倒的に携帯電話からの送信

が多く、子どもからの相談についてはその全てが

携帯電話からのメールであった。メール相談はそ

の特性として学校や学年を特定することは難しい

が、小学生本人と思われる相談はなかった。１人

で繰り返しメール相談を利用する、リピーターと

なる相談者もいた。 

大人からの相談件数７件はすべて母親からと思

われる。いずれも子どもについての相談であり、

大人本人についての相談はなかった。 

 相談内容では、非社会(不登校）に関しての相談

が 21 件と最も多く、次いで学業に関しての悩みが

15 件であった。一方で交友関係についての相談件

数は、昨年度と比べ減少した。  

 Ｅメール相談は、気軽にいつでもどこでも自分

が相談したい時に、相談できるメリットがあるが、

相談を受ける側の難点としては、相手の期待に一

度で応えられるほどのたくさんの情報を即座に送

り返すのが難しい点や、休日の深夜などに発信さ

れた相談では、返事を出すまでに時間がかかる場

合などがある。また、限られたやり取りの中では、

性別･学校･学年等の基本的情報さえも把握できな

いことが多い。相談者のニーズに迅速に応えられ

るような相談活動を行うためには、今後さらに工

夫が必要になってくると思われる。 
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＜学校・学級経営相談＞ 

 

 学校・学級経営相談の分担内容は、①学校経営

上の諸問題・管理職に関すること。 ②学級経営

上の諸問題・教職員に関すること。③学校・家庭・

地域に関すること。 ④その他に関すること で

ある。 

 相談に臨む基本姿勢は、①については、管理職

の主体性を尊重しながら学校の活性化を図る、②

については、学校現場の事情を考え、慎重に対処

する、③の機密扱いの情報については、特に気を

つける、の３点であり、従来からの方針を維持し

ている。 

 相談の形態については、①学校訪問 ②来所に

よる相談 ③電話・メールによる相談 であるが、

ケースによって多少異なり、必ずしも一定してい

ない。 

 他には、所内の相談室会議・ケース会議・他諸

機関との研究協議会及び研修会、また時としてブ

ロック別情報交換会への参加等がある。それらは

すべて関連性があり、業務内容を遂行する上で、

大切な役割を果している。 

  

○ 学校経営に関するもの 

主として管理職（特に校長）からの相談である

が、人事や教職員のメンタルヘルス、児童・生徒

指導に関すること、保護者の学校・担任への要望

等がある。 

今年度本市公立諸学校では、昇任校長小学校４

名・中学校２名、昨年度中途昇任小学校長１名、

他市からの転任小学校長２名、中学校からの異校

種転任小学校長１名、市教委事務局からの転任総

合高校長１名の 11 名が着任した。これら 11 校を

それぞれ学校訪問し、新たな環境の中で校長職と

して日々悩んでいること、抱えている問題点・課

題等を伺い、忌憚のない意見交換・助言を行った。               

 近年、発達障害児に対する理解と対応について

教師の意識が徐々に高まりつつあるが、まだまだ

十分とは言えない。学校においては、教師が対応

の仕方に苦慮している現状もある。そこで今年度

は８回の教育相談研修講座の中に「発達障害への

理解と対応」についての研修を３講座実施し、講

師の講話の中から特別支援教育の指導力向上を図

ってきた。 

相談室としては、問題が発生した当該校の校長

をはじめ教職員とどう連携し、どんな支援が必要

か等を相談していった。学校及び担任等に対して

苦情を呈する保護者にも面談の機会を設け、理解

と納得を旨として協力を求めていった。 

また、問題を抱え悩んでいる児童・生徒本人と

の面接も実施し、心の内を聞いた上で適切な助言

を行った。 

 

○ 教職員に関するもの 

相談内容としては、①子どもと担任の相性が悪

く保護者から不信感をもたれ苦悩する教師への支

援、②学級指導・学習指導における好ましい指導

のあり方と視点、③友人関係等で不登校になった

子に対しての支援のあり方、③発達障害児に対す

る適切な指導のあり方と保護者との連携のとり方

等である。 

 いずれの場合も、校内で課題に対する共通理解

を図り、単に一担任一教職員の問題にとどまらず、

組織としてどのように対応していくかについての

実践的・機能的な組織づくりと明確な方針づくり

の必要性を感じている。 

 保護者年代層の価値観が益々多様化してきてい

る昨今、個々のケースについて、学校と行政が一

体となり、よりよい解決方法を今後も模索してい

かねばならない。 

  

○ 学校と家庭・地域とのかかわり 

保護者や地域の方からの相談では、児童生徒の

諸問題が起こった際の学校の対応のまずさに対す

るもの、日常の学級担任としての指導に対するも

の、特に担任の心ない言葉にショックを受けた苦

情、保護者とのコミュニケーション不足からくる

もの等がいくつかあった。互いの理解の食い違い

をいかに修復し、よりよい関係を構築するという

視点で、本音を出し合って解決への道筋を付けて

いった。管理職に対しても事の顛末をしっかり伝

え、校内で解決する努力を依頼していった。 

指定変更についての相談は、小学校就学児の指

定変更の相談がほとんどで、他市からの転入予定

者のものも１件あった。 

 
平成 19 年度内容別相談件数 H20.３.７現在 

相 談 内 容 件数（実人数）

学校経営・管理職に関するもの    32（17） 

学級経営・教職員に関するもの     ３（３） 

学校と家庭・地域に関するもの     65（24） 

そ の 他     ０（０） 

合  計  100（44） 

 



訪問相談  

平成 19 年度  相 談 実 績  
 

月  家庭訪問

相談件数  

家庭訪問相談回数  学 校 内

の 相 談

件数  

学校内の相談回数  
電話メール  

での相談回数
保護者と子  保護

者  
子ども 生徒 教師 保護者 ＳＣ  管理職

４ 9 8 5 1 91 415 223 32 35 55 40 

５ 6 14 1 17 45 522 201 29 35 39 54 

６ 5 9 10 11 25 551 172 35 42 42 47 

７ 4 14 4 10 22 535 140 47 30 27 33 

８ 0 13 5 19 5 173 99 7 10 21 42 

９ 3 20 10 14 32 615 222 38 32 35 61 

10 4 16 5 15 24 775 331 34 38 50 92 

11 6 14 6 14 16 735 310 26 41 48 57 

12 3 13 6 13 10 583 278 31 32 50 44 

１ 0 10 4 19 7 709 308 23 30 76 79 

２ 4 18 5 25 12 744 364 31 37 119 102 

３ 3 14 0 11 6 242 134 20 15 24 36 

合計 47 
163 61 169 

295 
6,599 2782 353 377 586 

687 
393 10,697 

 

 家庭にいる不登校児童生徒への訪問相談の要請

を受けて訪問相談事業が始まり、今年度も期待さ

れた効果が見られた。 

 昨年度は 10 校に訪問相談員が配置され、相談活

動を行った生徒の多くに状態の改善が見られ、学

級に復帰したり、相談学級や適応指導教室へ通級

したりするなどの成果を上げることができた。そ

の他、多くのケースで地道な訪問相談により効果

的な支援を行うことができた。 

 今年度はさらに５名増員され、15 名の訪問相談

員が 15 校（追浜中、田浦中、坂本中、不入斗中、

公郷中、大矢部中、大津中、馬堀中、浦賀中、上

の台中、久里浜中、神明中、武山中、長井中、大

楠中）に配置された。勤務時間は週４日、午前９

時～午後４時であり、原則として午後２時までは

校内の相談室（ハートフルスペース）での支援を、

午後２時以降は家庭訪問を行った。 

 今年度の相談実績は上図の通りである。家庭訪

問相談は、47 家庭（人）に対し 393 回行った。一

人の生徒に対し 8.7 回の訪問支援を行った計算に

なる。生徒と家庭に対してきめの細かい対応を心

がけた。 

 校内の相談件数は 295 件で相談員一人当りおよ

そ20人の生徒の支援を行った。相談回数は10,697

回で、一人の生徒につき、保護者、教師、ＳＣ、

管理職に対して 36 回の相談活動を行ったことに

なる。家庭訪問相談は昨年に比べてほぼ同じ実績

であるが、校内の相談回数は約 2,800 回も増加し

た。これは訪問相談員による支援が、家庭訪問以

上に「登校はできるものの、教室に入ることには

抵抗の強い生徒（相談室登校の生徒）」への対応に

より重点を置いた結果と言える。 

 このように全体的には校内の相談室での支援が

積極的に行われた。一例としては教科担任を中心

に少人数の学習支援を行ったり、ゲームで心を通

わせたりすることもあった。教室で皆と過ごすこ

とが難しい生徒には昼のお弁当を食べることがで

きる唯一の場所になった。設備的には必要なもの

がすべてそろっているわけではないが、教室と家

庭との架け橋となった。 

 相談室を効果的に登校支援に生かせた学校は、

登校支援担当教諭を中心に管理職、養教、ＳＣ、

訪問相談員のチームが組織としてしっかり機能し、

定期的にケース会議等で情報交換･情報共有が行

われた。今後も訪問相談と校内相談及び電話やＥ

メールでの相談が、より効果的に行われるために、

市内中学校全校配置を視野に入れながら、更に相

談員の増加が望まれる。 
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 適応指導教室 
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（スペースゆうゆう、スペースゆうゆう坂本） 

 

１ はじめに 

 横須賀市教育委員会の不登校支援機関として市総合

福祉会館内に設けられた適応指導教室も今年で 11 年

目を迎えた。その間、担当者やスタッフは変わったが、

常に不登校児童生徒に寄り添う姿勢と、目的を持った

計画的な活動を通して、一定の成果を上げてきた。 

 現在は専任教諭１名、非常勤講師５名（小学校担当

３名・中学校担当２名）が活動に携わっている。また

その活動を検証し、助言をするスーパーバイザーとし

てカウンセラー（臨床心理士）も１名、定期的に訪問

されている。 

 活動場所は市総合福祉会館７Ｆの「スペースゆうゆ

う（小学生対象）」と旧坂本小学校に昨年度設置された

「スペースゆうゆう坂本（中学生対象）」の２か所とな

っている。 

 

２ 活動の目的 

 適応指導教室は不登校支援の機関として、横須賀市

教育委員会が設置したものである。よってその活動の

目的は「学校復帰」にある。しかし、学校を子どもた

ちがかかわる末端の最小社会と捉えたとき、そもそも

学校に登校することの目的は「その社会に適応して生

きていくこと」であり、また「その社会で（発達段階

に応じて）自立して生きていくこと」になろう。 

 よって教室活動の当面の目標は「学校復帰」にある

が、その根源となる根本的な目標は「社会適応」と「自

立」にある。 

 

３ 活動の内容 

 上の目標を達成するために、１年間の活動が計画さ

れ、原則としてその計画に基づいて教室が運営されて

いる。 

 現在、午前は学習活動が行われ、「国・数（算）・英」

を中心とした授業が組まれている。基礎的・基本的な

学力の定着を目指した学習支援の場であり、個人の能

力・適性・ペースに応じた個別対応を大切にしながら

活動が進められている。 

 それに対して午後は体験活動が行われる（軽スポー

ツ・ハイキング等の体育的活動、デッサン・調理実習

等の文化的活動、また地域清掃等の奉仕活動や農業体

験等々）。これら一つ一つの体験そのものにも意味はあ

ろうが、主眼はその体験を通しての人と人とのかかわ

りになる。すなわち「対人関係能力」や「ソーシャル

スキル」の向上がこの体験活動の大きな目標となって

いる。 

 このように「午前は学習活動」、「午後は体験活動」

と明確に活動が分かれている部分は、現在の適応指導

教室の大きな特徴といえる。 

 

４ 今年度の活動 

 今年度は、小学生の教室利用者が倍増している。こ

のことは、各学校群に配置されたＳＣからの紹介が増

えたことや各学校での不登校支援がより整備されたこ

とが要因ではないかと考えている。 

今後は、さらにＳＣや訪問相談員・ふれあい相談員

との連携を強化し、在宅や行き場所が見いだせないで

いる児童生徒の支援を図らなければならない。また、

学校復帰へのステップについては、担任の先生の果す

役割が、もっとも大きいが、学校組織全体においての

取組みも大変重要である。各学校の登校支援担当、特

別支援コーディネーターが中心となって、不登校児童

生徒の復帰のプログラムの構築が大変重要な課題とな

っている。 

教室利用者数（３月７日現在） 

校種・学年 平成１９年度 平成１８年度 

小学校１年 ２ １ 

小学校２年 １ ０ 

小学校３年 ４ ０ 

小学校４年 ２ ２ 

小学校５年 １ ２ 

小学校６年 ２ １ 

小学校計 １２ ６ 

中学校１年 ８ ８ 

中学校２年 ８ １５ 

中学校３年 １６ ７ 

中学校計 ３２ ３０ 

総 計 ４４ ３６ 
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